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第1章 性別労働需要の理論 モデル

恵 一 郎尾小



、

§1 分析の課題と分析結果の要約

                           小 尾 恵一郎

(1)こ の稿では,(一t)労働需要 の メカニズムを あ らわす計量 的な理論 モデルを

示 す。理論モ デルは相異 る質 の労働投入を導入 した生 産関数 をふ まえて構成

され てい る。生産関数 にふ くまれ る異質 の労働投入 は男子 と女子 に分割され

てい る。(ロ)各種の型の生 産関数 に もとづ き,費 用極 小原理 をふまえた労働需

要 モデルが 設定 され る。 各型 の 生 産 関数 についてパ ラメターの推定 と検 定

が澄 こなわれ,そ の結果 の考察 を通 じて,適 切 と考 え られ る型の生 産関数 が

採択 され る。セう採択された生 産関数 につ いて,男 子労働 と女子労働 の限界代

替率 の測定結果が考察 され る。 また男 ・女間相対賃金 の変 化に対 す る男 ・女

労働 力の代替の弾力性 が考察 され る。←)男子労働を女子労働 で代替す る際に

追加的 に必要 とな る資本 設備額 を試算 した結 果が示 され る。(注1)

(2)投 入 され る各種 の労働は,形 式 的には性,年 令,経 験年数,教 育年数等

々の各種 の指標 で分割 で きる。本稿の分析では,し か し,こ れ らの指標を平板

的 に扱 うのでな く,分 析の第1段 階 として,ま ず性別 が とりあげ られてい る。

労働投入量を性別に分割 した一つの理 由は,労 働需要 の理論 モデルを労働供

給 の貍論 モデル(注2)と 結 びつけて労働市場 の一般理論 を構成 す る際 に,男

女の分割が まず第一に不可欠 で あるとい う認識 に よるもので ある。 すなわ ち,

労働供給 の理論 に よれば,成 年 男子は主 と して家計 の核収入 の稼得者 でその

労働供給は,非 弾力的で あるのに対 して,女 子は家計の成年 男子構成員が稼

(注1) 本稿は小尾 ・平田 「性別労働需要模型(1),(2)三田学会雑誌63巻12号,64巻3

   号の続編にあたる。叙述の便宜上一部の生産関数のタイブは前記論文 に述べたもの

   を再録した。計算プログラム お よび資料 の作成 ・処理は平由浩稔氏によって行な

   われた。なお,本 研究のための資料作成時においては,資 料の入手可能性の制約上,

   資料の加工推計操作が必要であった。本稿の分析結果を最新の資料で追試すること

   が次の課題である。最近新 しい資料によって,男 ・女労働の構成比をSFS生 産関

   数に導入する研究が桜本光氏によっておこなわれ,良 好な結果を得たことが報告さ

   れている。(p.81参 照)

(注2) 小尾:労 働供給の理論 一 西川俊作編 「労働市場」(日 本経済新聞社)所 収。
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得 す る核 収 入 に依 存 して労 働供 給 を む こな い,女 子 の供 給 は 弾 力 的 で あ る と

い う性質 を も って い る。 この よ うに 男 ・女 の供 給 行 動 の パ ター ン に基 本 的 な

差 が あ るの で,需 要 モ デ ルの 側 で も両 者 を区 別 して お くの が 適 切 で あ る。 も

ちろん,労 働 需 要 の メ カニズ ム に齢 い て性 の差 が 重 要 で あ るか な い かは,先

験 的 に いわ れ る こ とでは な く,実 証的 な理 論 分 析 の結果 に則 して判 定 さ れ る

べ き こ とで あ る。 需 要 面 で 性 の ちが いが 労 働 の質(需 要 側 か らみ た評 価)の

差 とみ な され るか ど うか は,基 本 的 には 男 ・女 の労 働 投 入量(人 員 又 は 人 員

時 間 単 位 で計 った 投 入量)の 限 界生 産 力曲 線 の形 に ちが い が あ るか ど うか に

よ る。 す なわ ち,生 産 関数 に 男 ・女 労 働 量 を区 別 して導 入 して,両 者 の限 界

生 産 力 曲線 に差 が あ るか し らべ る こ とで判 定 され る。 した が って,男 女 の労

働 を 区 別 した 生 産 関 数 を 設定 し,こ れ をふ まえ た 労働 需 要 モ デ ル に お い て,

区別 が 意 味 の あ る もの か ど うか を生 産 関 数 の測 定 結果 の 吟 味 とモ デ ル の検 証

を通 じて判 定 しな けれ ば な らな い。

(3)生 産 関 数 の中 に 労働 の性 別 を明 記 して導入 す る際 に,二 つ の点 に留 意 す

る必 要 が あ る。

 ① 男 子 と女子 の労 働 の代 替 は,財 や サ ー ビス の生 産工 程 の機 械 化 や 自動

化 の程 度 と,密 接 に 関 連 して い る可 能 性 が あ る。 実際,工 程 の機 械 化 や 自動

化が お こな われ た た め,今 ま で澄 もに男子 の筋 力 に依 存 して いた 工 程 が 女子

で操 作 可 能 に な っ た な どの事 例 は,よ く知 られ て い る。

 企業 が,女 子 を あ た ら しい 職 種 に つ け た理 由 の調 査(注3)に よる と女子 を

新 た に配 置 した 理 由が 次 の9種 に 分類 さ れ,各 々の理 由別 比 率 が 報 告 さ れ て

い る。 調査 さ れ た 産 業 は製 造 業,商 業,金 融保 険 業,不 動 産業,;運 輸通 信 業,

電気 ガス 水 道 業,サ ー ビス業 で,鉱 業 を除 く大 分 類 全業 種 で あ る。(1)機 械 に

よ り作業 が軽 量 化単 純化 した の で 女子 に切 替 えた。(2)も と もと手先 の細 か い

(注3)産 業別のくわ しい数字は,雇 用促進事業団婦人雇用調査室 「女子労働力の動向と女

   子に新しく開けた職種一昭和38～43年 一」1969年10,月 婦人雇用調査資料

   姦18,又 は前稿 「性別労働需要模型」参照
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作業 ま たは 補 助 的 作業 な ので 女子 に む い て い る。(3)機 械 の 新 設,職 種 の新 設

に と もない 女子 の配 置 した。(4)男 子 不 足 のた め女 子 を 配置 した。(5)業 務 量増

加 の た め 女子 を登 用 したQ(6)女 子 の質 が 向上 したの で 女子 を登 用 した。(7)女

子 労働 者 の増 加 に よ り管理 能 力 の あ る女 子 が でて きた の で 女子 を登 用 した。

(8)安全 装置 ・防 護 装 置 の 改 善 に よ り女 子 もつ け られ る よ うに な っ た。(9)そ の

他 。

 理 由の(1),(3)澄 よび(8)は い ずれ も,女 子 の新規 配置 が,機 械 化 あ る いは機

械 の 新 設 と不 可分 で あ る こ とを述 べ て い る。 理 由 と して(1)(3)(8)の どれ か 又は

これ らの うち の二 つ以 上 を あげ た 企業 は,調 査 産業 合 計 で73%に のぼ る。

うち,製 造 業 では80%,商 業 では51%,金 融保 険 業 では50%,運 輸通

信業 で は37%,電 気 ガス 水道 業 では37%,サ ー ビス業 では42%の 企業'

が,3つ の理 由 の どれ か 又 は 二 つ以 上 を あげ て い る。(回 答 企業 は 製 造業 で

479,商 業53,金 融保 険18,運 輸 通 信19,電 気 ガス 水道13,サ ー

ビス24で あ る。 不動 産 業は 回答 企業1で あ るか らこ こで は 問題 と しな いが

理 由(3)を あげ て い る)企 業 の 回答 結 果 か らだけ では,設 備 の新 設 と女 子 化 と

の間 の密 接 な 関係 の 存在 を 実証 され た と考 え るこ とは も ちろん で きない。 し

か し,こ の調 査 結果 は 男 女労 働 間 の代 替 は無 制 約 な もの では な く,設 備 の機

械 化 や 自動 化 と男 ・女労 働 の代 替 との間 に密接 な 関 連 を認 め る タイ プの理 論

模 型 を設 定 し,こ れ を検 証 す る作 業 が 必 要 で あ る こ とを は っ き り示 してい る。

 ② 留 意 すべ き第2点 は,観 測 期 間(昭 和28～44年)を 通 じて,女 子

労 働 の比 率 は 上 昇 傾 向 に あ るの に対 して,女 子 賃 金 の 男子 賃 金 に対 す る比は

多 くの 産業 部 門 で 低下傾 向 には な い とい う事 実 で あ る。 む しろ 昭和30年 代

以 降 は 女 子 の 相対 賃 金は 上 昇 傾 向 に あ る。 この事 実 と女 子 労 働 比 率 の上 昇 と

が 整 合 的 に把 握 で き る よ うな理 論 モデ ル が 要 請 さ れ る。

(4)分 析 結果 の 要 約

 ① 以 上 の考 察 を ふ ま え る と,男 子 労 働量:Lm,女 子 労 働 量:Lf,齢 よび 資本

設 備Kと 生 産量Qに か ん す る
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     Q=FCLm, Lf, K)

の よ うな 型 の生 産 関数 は 適 当 とは 考 え られ な い。 な ぜ な ら,こ の 型 では,Q

とKを 一定 に保 った と き,:Lmと:Lfの 間 には, 工程 の機 械 化 とは無 関係 だ

とい う意 味 で,男 子 労 働 と女 子 労 働 の間 に無 制 約 的 な代 替 が 可能 とさ れ て い

るか らで あ るo

 そ こで労働 需要モデルの基礎 に澄かれ る生産関数は次の よ うな性質 の もの

にな る。 すなわ ち,一 定 の生 産規模Qを 達成 す るために生産設備に配置 され

る男子 と女子の人員数(:Lmと:Lf)ρ 組合せは,設 備 の自動化,機 械化 の

程度を反映 してK(設 備 に支 出され る固定価格表示の奪本額)に 依存 す ると

い う型で ある。 その よ うな生 産関数は,男 子 と女子 の労働 の投 入関数 澄 よび

資本 の投入 関数

   A-1) f(Lm,:Lf)ニQ     男 ・女労 働 の投入 関数

           Lf             
,Q)     資本 の投入関数   A-2) K=gC           L
m

          ただ し,

                     at            of                        >o               >o

                     aLf            aLm

            ll{台>o 器>o

の セ ッ トで表 示 さ れ る。

 1)と2)の セ ッ トで与 え られ る生 産関数 にお い て は,男 ・女労 働 の代 替 は,

資本 設 備額Kを 媒 介 変 数 と しては じめて 可能 にな る。(1)② の セ ッ トで与 え ら

れ る生 産関 数 は,労 働 構 成(労 働 の男 ・女 比率)半 制 限 的生 産 関数 と よぶ こ

とが で き ょ う。 男 ・女労 働 力 の構 成 の変 化 を,投 入 労働 量(人 員 又は 人 員 時

で計 っ た投 入 量)の 不 均 的 な質 の変 化 とみ なせ ば,こ の 型 の 生 産 関数 は,質

半 制 限 的 生 産関 数(semi quality limitational prodcution fu-

nction)と い って もよい。
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 労働を,性 別のほか,年 令,教 育年数等に よって層化 して,(1)(2)を さ らに

一般 化す る こと も,も ちろん可能 である。

 ② 労働構成半 制限的生産関数 の具体 的な形 と して,5種 類 の タイ ブの生

産関数を設定 し,各 々を基礎 に して5種 類の タイプ労働 需要 モデルが構成 さ

れた。各 種モデルの妥当性が,各 種 の方法で,各 産業部 門についてテス トさ

れたQ産 業部 門は つ ぎの通 りであ る。

     1.鉱   業

     2.建 設 業

     3.製 造 業

     4.商 業(卸 ・小売)

     5.金 融 ・保険業

     6.不 動 産 業

     7.運 輸通信業

     & 電気 ・ガス ・水道業

     9. サー ビス業

澄 よび,製 造業 については中分類 で

     食 料 品    金属製 品

    紡  織    機  械

    紙 パルプ    電気機 械

     化 学 輸送用機械

     一次金属    その他 の製造業

 以上 の各産業 の うち,鉱 業 を除 く全 産業 につ いて,す べ てのテス トに合格

したモデルは,次 の生産関数(タ イ ブ1-2)

     (労 働 投 入) Q=b:LmαmLfαf(b,αm,αf>o)

     (資 本投入)K=Q・+QI LfLm+β2 Q(β ・・β2>・)

(た だ し,Q生 産量, Lm男 子, Lf女 子 労 働 人 員 数 ・K資 本 ・ αm,αf,b, .
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β0,β1,β2は パ ラ メター)に も とつ くモ デル で あ る。

 ③ モ デル の 計 測 結果 か ら,男 子 労 働 と女 子 労 働 の限 界 代替 率 を求 め る こ

とが で き るo

  (イ) これ に ょれ ば,例 え ば製 造 業 で,昭 和44年 に 冷い て 男子 に対 す る

女子 の限 界 代 替 率 は1.89で あ る。 す な わ ち,生 産 水 準 を 一 定 に保 ちな が ら

男子1単 位(人)を 減 少 さ せ,こ れ を女 子 で お きか え る には,女 子 労働1.9

単 位(人)が 必 要 とさ れ る。(製 造 の うちわ けを 中 分 類 で み た結 果 は表2-

1を 参 照)

 建 設,製 造,商 業,金 融保 険,運 輸 通 信,不 動 産,電 気 ガス 水 道,サ ー ビ

ス の各 産業 の うちで,建 設業 に お い ては 限 界代 替 率2.1,金 融保 険,サ ー・ビ

ス,製 造,不 動 産 にお い ては1.9な い し2.0,そ の他 の産業 で は1.5な い し

1.7と い う値 が 得 られ る。(昭 和44年 につ い て の値)

  (ロ)女 子 労 働 の男子 に対 す る限 界代 替 率 の値 は す べ て の 産業 で,昭 和28

年 ～44年 にわ た って上 昇傾 向 に あ り,例 えば 製 造 業 につ い てみ る と,1.47

(昭28年),1.69(昭36年),1.89(昭44年)で あ る。 この動 き

は 次 の図 でA→Bに 移行 した こ とを意 味 して い る。 この 間 に,女 子 の相 対 賃

金 は 低下 せ ず,む しろ傾 向 的 に上 昇 した 産業 が す くな くない。 この事 実はQ

=b:Lmαm:Lfαf とい う労働 投 入 関数 と矛 盾 して い る よ うにみ え るが そ う

では な いQ前 掲 の タ イ ブ1-2の 生 産関 数 に よ る と,男 子 労 働 と女 子 労働 の

限 界 費用 は,そ れ ぞれWm一 ・al LfL
m2とWf+・ β・1Lmで あ る・(§3の

「労 働 需要 機 構 の 数量 的 特 性 」 を 参 照)こ こ にWm, Wfは 男 女賃 金, rは

資本 の価 格 で あ る。 観 測 期 間 を通 じて,Wm/Wfは 低下 した が,限 界費 用 の

比は 反 対 に上 昇 した。 これが,女 子労 働:Lfの 男 子 労働:Lmに 対 す る 限 界代

替 率 の上 昇(そ して:Lf/:Lmの 上 昇)に 見 あ って い るの で あ る◎

 ④ 前項 ③ に述 べ た 女 子比 率 の上 昇 に伴 って 必 要 な追 加 資本 支 出額 につ い

  てo

               -6一
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 男 子 を女 子 で 代 替 した場 合 に,並

行 して,作 業 の軽 量 化 や 自動 化 な ど

の た め の投 資 が 必 要 だ とす れ ば,そ

の額 は どれ 程 で あ るか0

 労 働 需要 モ デル の 計 測結 果 か ら,

これ を 弾性 値 の形 で求 め る と次 の よ

うに な る。 す な わ ち,女 子 雇用 対 男

子 雇用 の比(男 女 同数 雇用 され れ ば

1:1)が10%上 昇 したぱ あい(

(た とえ ば1:1か ら1.1:1.0へ

Lf/ 

0

  丶 B

-!き 辷
_

  1・rミ__一 一1  1、

           Lm

Q=bLmamLfof

上 昇)に 必要 な 資本 設 備 の増 加率(△K/K)は,産 業 間 で差 が あ るが,商 業

と金 融 保険 業 で もっ と も高 く2%～3%で あ り,つ い で製 造業 の0.4%,低

い のは,電 気 ガス 水道 等 の0.1%',運 輸通 信 業 お よび そ の他 の産業 で0.04

～0 .0 5%と い う値 を得 るo

 ⑤ タイ プ1-2の モ デル につ いて,男 子労 働 対 女 子 労 働 比 率 の 男 ・女 相

対賃 金 に対 す る弾 力性 を計 算 す る こ とが で き る。 弾 力性

         8CLm/Lf) Wrr,/Wf

       η≡ ∂(Wm/Wf)'Lm/Lf

は,こ の モ デ ル に お・い て は,

         一1-CrQI Lm)WmLm amafaf
      η:=

          卜(・ β・LfLm)・1WmLm・am一}一afof

とか け る。 弾 力 性 ηは 生 産要 素 の相 対 価格 と男 女 労働 投 入 量 の関 数 で あ らわ

され る。 パ ラメターQ1,αm,αfの 推 定 値 を使 い要 素価 格 と労 働 量 の観 測

値 の近 傍 にお い て 計算 され た代 替 弾 力 性 の値 は,き わ め て 一1に 近 い こ とが

知 られ た ・ これは,分 母,分 子 に共 胱 項 ・β・L｢L
m(am-1-afof)1L,Y,Wn,が
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極めて小 さい値 にな ることに よる。

 ⑥ 鉱業 について。

  労働構成半 制限的生産関数 に もとつ く労働需要モデルは,鉱 業 を除 く全

大分類 産業部 門冷 よび製造業内中分類 産業 部門に適用可能 であ ることが見出

され た。鉱業部 門は,し か し,五 種類 の代替的 な労働構成半制限的生産関数

の どれ に もとつ く労働需要 モデル も検 定に合格 しない。 したが って,す くな

くとも,鉱 業 とい う産業 レベル の観 測資料 を対 象 とす るか ぎりに齢い ては,

男子労働 と女子労働の代替が,機 械化 ない しは機械 の新設を媒介 として生 じ

るとい うモデルは,観 測のお よぶか ぎりにむいて,妥 当性を もた ない と考 え

    (注4)られ る
o

 しか し,同 一の労 働投 入人 員 と同一の設備 の もとで,男 子 および女子の構

成比(一 般的 にいえぱ,労 働の質的構成)が 変れ ば,性 別を無視 した1人 当

り生産性(一 般 的にいえば質的構成 を無視 した1人 当 り生産性)は 変化す る

ことは依然考慮 に入れ なければな らない。 この要請をみた し,か つ労働構成

半制限的でない,タ イプの関数 として,ベ ル ヌィ ・ラブ ラス型

     Q=bCL-1-C1)α(K+c・)β(LfLm)γ

        b>0, α>0,  β>0,  γ<0

        :L十C1>0, K十C2>0

が採 用 さ れ,こ れ に も とつ い た労 働 需 要 モ デ ルは 昭和28～44年 の観 測 資

料 に つ い て検 証 に合 格 す る こ とが 見 出 され た。
r

(注4) このことは,産 業レベル以下,例 えば事業所レベルで労働構成半制限的生産関数の

   妥当性が否定 されたことを意味してはいない。
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            §1 へ の 補 論

 生 産関 数 に,労 働 投 入 を職 種や修学年数等の指標 で分類 して導入す るい

くつか の試みが最近 の数年間 に診いて,報 告 されてい る。(注5) これ らは,

お もに,各 種 の 労働 投 入 系列 を 一つ の指 数 へ集 計 す る こ とを 目的 と した 分 析

で あ り,こ の稿 の 分 析 とは,目 的 にお い て も,,理 論 構成 に お い て も異 って い

る。 た だ,各 種 の労 働 を 分割 す る とい う点 で形 式上 の 共通 点 が あ るので,こ

の稿 の 労 働需 要 模 型 の理 論 的 性 質 と分 析 の 目的 を 明 らか に す るた め,上 記 の

異 質労 働 の集 計 の分 析 に触 れ て お くのが よい と思 わ れ る。

 ①Bowles, Dougherty等 に ょ る,各 種 労 働 投 入 系 列 を 生 産 関数 に分 割

して導 入 す る試 み は,Denison等 による労 働 の質 指 数 の作 成 と密 接 に 関連 し

て い る。Denison流 の接 近 では,各 種 の労 働投 入 系列 を集 計 す る際 に,各 系

列 の投 入 を 基準 時点 に 冷 け る賃 金 で加 重 す る形 に な っ て い る。 す なわ ち,n

種 の労 働 投 入 系 列 を:Li(i=1,… … …, n)加 重 をWiと か け ば,「 等 質

化 され た」 労働 の投 入 指 数:Lは

          

     1)L == .S Wi:Li
         i=1

とい う形 に 設定 され る。Q, Kを それ ぞ れ 生 産 量 と資本 量 として,生 産 関 数を

     2) Q=G(:L,K)

とか く。Denison型 の労 働 投 入 指 数(1>を これ に適 用 す れ ば,

     3)Q= G〔(W1:L1十   十WnLn),K〕

の形 とな るbこ の 型 の生 産関 数 に黔 いて は,:Liと:Ljに か ん す る生 産 の等 量

線 は 直 線 で あb,あ き らか に,各 種 の労働 投 入:Liと:Lj(i, j=1,

,n, i≒j)の 間 の代 替 弾 力 性(の 絶対 値:以 下 同様)はO。 とな る。

(注5) Bowles:Aggregation of Labor Inputs in the Economics of Growth and

       Planning:Experiments with a Two-Level℃ES:Function;JPE

       Vol.78 January/February 1970.

   Dougherty:Estimates of Labor Aggregation Functions;JPE Vol.80

        No.6 1972
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 したが ってDenison的 な労働投入指数 の使用 は,こ れ に照応 す る生 産関数

の解 析的性質 とい う点か らは,各 種 の労働投入間に齢いて,代 替 の弾力性が

無限大で ある とい う性質の生 産関数 を前提 する もの と理 解され る。

 もう一つの極におかれ る対 照的 な型 は,各 種 の労働投入間 の代替 弾力性が

ゼ ロ の 生 産 関 数 で あ らわ さ れ る。 こ れ は 一 般 に は

     Li=fiCQ)   Ci=1,........., n)

と な り,よ く知 られ て い る よ う に,特 殊 な ケ ー ス と して は,Leontief型 の

     L孟=CiQ    (Ci:定 数)

が あ るo

 Bowles等 の試 み は,こ れ を生 産 関 数 の 型 とい う視点 か らみれ ば,各 種 労

働 間 の 代替 の 弾 力性 に,無 限 大 又 は ゼ ロ とい う両極 の値 を 前 提せ ず,そ れ ら

を特 殊 な ケー ス と して含 み うる形 の生 産関 数 を ふ まえ て 労働 投入 指 数 を求 め

よ う とす る こ とを主 な 目的 と した分 析 で あ る と も見 られ る。 この よ うな性 質

を もつ 関 数 と してC:ES型 生 産 関数 が しば しば 採 用 され てい る。 よ く知 られ

てい る とお り,こ の型 に お い ては,各 種 労 働 投 入 の間 の代 替 弾 力 性 は 労働 投

入 量 に関 して不 変 の定 数 で は あ るけ れ ど も,一 ∞ と0を 両 極 端 と して種 々の

値 を と.り得 るo

 ② 前述 の労 働 投 入 指 数 を 作 成 す るた め の諸 研 究 では,高 度 に集 計 され た

段 階 で生 産 関 数 が 設 定 され てい る。 各種 の労 働 投 入 につ い ては 分 割 す るが,

生 産関 数 は,経 済 体 系 全 体 にか ん す る マ ク ロ生 産 関数 で あ り,あ るいは,製

造 業 全 体 につ い て集 計 され た 生 産 関 数 で あ る。 す な わ ち,方 程 式2)は,経

済 体 系全 体 又 は製 造 業 等 の高 度 に集 計 され た 生 産 関数 で あ る と して,そ のパ

ナ メ ター の計 測 が お こな われ て い る。

 ③ 第3の 特 徴は,計 測 方 法 に あ る。 代 替 弾 力 性 の測 定 は,こ れ らの研 究

の主 目的 の 一 つ で あ るが,そ の測 定 の ため には 生 産 関数 の パ ラ メタ ー の測 定

が 必 要 で あ る。 そ して生 産関 数 の パ ラ メタ ーの 測 定 の た めに,分 配 に かん す

る限 界生 産 力 命 題 を 前 提 と して い る。
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 ④ 上 述 の,各 種 の 異 質 の 労働 の集 計(aggregation of labor)を 主 目的

と した 試 論 の系 統 に勘 い て は,叙 述 的 な 視点 が 強 い。 す なわ ち,経 済 成 長 の

過 程 に 諭 い て,経 済 体 系 の中 で,全 体 と して見 た と きに ・各 種 の労 働 ・例 え

ば,教 育 年 数 の比 較 的 長 い もの と短 い もの とは 相 対 賃 金 の変 化 に対 して どの

程 度 の感 応 度 を もって代 替 され て きたか。 この よ うな点 を代 替 弾 力 性 とい う

一 つ の 目安 を 使 って,い わ ば事 後 的 に評 価 しよ うとい う姿勢 が み られ る0

 代 替 弾 力性 を 測 定 す る には,そ の 定義 自体 に ょって,各 種労 働 と体 系 全体

の 生 産量 の 間 に何 らか の 関係 が 必 要 で あ るが,こ の関係 と して高度 に集 計 さ

れ た 「生 産 関数 」 が 設定 され る こ とに な る。 換 言 す れ ば,各 種 の労 働 の雇 用

量 が,産 業 構 造 の変 化 を伴 い なが ら,水 準 で,ま た相 対 的 に,変 化 す るそ の

状 況 を叙 述 す る基 準 と して生 産関 数 が 使 わ れ て い る とい え よ う。

 したが っ て,こ の 系統 の分 析 で測 定 され た 代替 弾 力 性 はが ん らい,各 種 の

生 産物 の生 産 工程 に冷 け る各 種 労 働 間 の技 術 的 な代 替可 能 性(あ る とす れ ば)

と,産 業 構造 の変 化 とい う二 つ の因 子 の混 合 した 結果 を 測 定 した値 だ とい う

こ とに な る。 したが って,各 種 生 産物 の生 産 で技 術 的 な代替 可能 性 の程 度 が

所与 で あ る と き,産 業 構 造 の変 化 が,あ る タイ プAの 形 を とっ て生 じた と き

と他 の タイ プBの 形 に な った と き とで は測 定 さ れ た 「代 替 弾 力性」(代 替 の

程 度)は 異 る こ とに な る。 この意 味 に澄 い て,測 定 され た代 替 弾 力 性 は叙 述

的,事 後 的 な もの で あ る とい え る。 同 じ意 味 に お い て,生 産 関数 の パ ラ メ タ

の測 定 値 は い わ ば 体 系 の過 去 に お け るパ ー フオ ー マ ンス の評 領 を示 す もの で

あ るo

 叙述的 分析を 目標 とした パラメタの計測結果(例 えば各種 労働 間の代替弾

力性)は,過 去 の実績 に一応 の評価 を与 え るにはそれ なりの効 果を もつ とし

て も,そ れ らは経済予測や計 画のための情報 としてはほ とん ど無 力 なもので

あるo

 厳密にいえぱ,過 去 の実績を評価す ることさえ,叙 述的分析を 目標 と した

関係式や パラメタ(そ の中 には,高 度に集計 され た生産関数やその パラメタ
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が含 まれ る)に 依 存 して は 困難 で あろ う。 これ は 評 価 とい う言 葉 の 意 味 に も

か 丶わ るが,例 え ば,教 育年 数 の 少 い労 働 につ い ては 職 種 間 で 代 替 の 弾 力 性

が 大 きか った とい う叙述 的 分 析 の結 果 が 得 られ た と き,い か な る メ カニ ズ ム

が働 いて,代 替 の弾 力性 が大 き く見 えた カ㍉ (高 度 に集 計 さ れ た生 産関 数 の

当該 パ ラ メ タが大 きな値 に な っ たか)を 知 る こ とは で き ない し,手 掛 り もま

た,な い。 この意 味 で,過 去 の実 績 の評価 す ら もま た困 難 とい わ ね ば な らな

la o

 叙述的分析 の結果 として,か りに,男 子労働 と女子労働 の代替弾 力性は他

の種 類別(例 えば性を固定 した ときの職種別労働)労 働 の間の代替 弾力性 よ

bも かなb低 い とい う結果 が得 られ た としようQこ の結 果は,よb正 確に表

現すれば,過 去 の実績に即 してみ ると,男 女労働力の構成比は賃金 の相対的

変化 に対 して あま り変化 しなか った,と い うことを意 味 してい る。す なわ ち,

実績を叙述すればそ うであった とい うことで あって,潜 在的関係(生 産工程

におけ る技術的関係)に お いて両者 の代替 の弾力性が 低かった とい うことが
     ゆ

あ き らか に され た わ け で は な い。 した が っ て,経 済 環 境 が 実 績 とは ちが っ た

変 化 を,も しか りに,示 して い た の で あ る な らば,両 者 の 代替 は,生 産技 術

(生 産 関数)が 実績 通 りで あっ た と して も,よ り顕 著 な もの で あ りえ たか も

しれ な い とい う こ とに な る。

 ⑤ 叙 述 的 分 析 に冷 い ては 従来,性,教 育 年数,職 種 等 々の各 種 の カテ ゴ

リー は,ど れ も並 列 的 に 考 察 さ れ て きた。

 ⑥ 異 る カ テ ゴ リー の労 働 間 に お け る代 替 は 無 制 約 的(資 本装 備 率 と無関

係)で あ る とい う前提 が採 用 され て きた 。

 ⑦ 従 来 の 叙述 的 分 析 に か い ては,(高 度 に集 計 され た)生 産関 数 の パ ラ

メ タを 計 測 す る際 に,生 産 物 市 場 澄 よび生 産要 素市 場 の すべ て につ い て,完

全競 争 を 前提 と して,分 配 に関 す る限 界生 産 力命 題 が 使 わ れ る こ とが 多 い。

これ ば 一 つ には 生 産 関数 の パ ラ メ タの測 定 が,そ の 前提 に よっ て容 易 に な る

た め で あ る と も考 え られ る。
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 これ らの 叙述 志 向 型 と もい うべ き一連 め 分析 と対比 す る こ とに ょって,こ

の 稿 の 分 析 の 目的 に性 質 が,一 層 理 解 され や す い と冷 もわれ る
。

 ① 本稿 の分析は,高 度に集 計された体系kよ る代替 ゐ叙述ではな くsよ

り 自律 的 な関 係 式 の パ ラ メ タの把 握 を通 じて,各 種労 働 需要 の メ カニズ ムを

定 量 的 に解 明 す るた め の もの で あ る。

 ② 各 種の カテ ゴ リーの異 る労働を並 列的機械的 に とりあげ るのでは な く,

労働供給面 の分析結 果か ら得 られた情報 をふ まえて,ま ず,性 別 に着 目す る。

 ③ 男 ・女労働 力の代替 に際 し℃,必 要 となる可能性の大 きい生産設備の

機械化や新設の メカ』ズ ムを考慮 に入れ る。 この意 味において,本 研究にお

け る生産関数は無 制約的代替を 前提 にせず,労 働構成半 制限的 である。

 ④ 分配 にかんす る限界生 産力命題 に依拠せ ず,費 用最小原理 にのみ依拠

す る労 働 需 要 モ デル を 採用 す る。 ・
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§2 労働需要モデルの設定と検証

'(11労 働構成半制限的生産関数

 最近 の生産 関数 にかんす る実証的研究か ら,労 働(人 員数)Lと 資本(固

定価格 表示)Kの 間の代 替は生産規模(固 定価格表示)Qを 媒 介変数 に して
                              (注6)
生 じる とい う技術特性 をもつ生産部門が多 い ことが知 られて いる。

す なわち,生 産関数は二 つの方程 式

  0-1) L=FL(Q)    0-2) K=FK(Q)

の セ ッ トで与 え られ る。 この事 実 と,女 子 労働 の採 用 に かん す る調 査 結 果 の

事 実 を 考慮 す る と,一 般 的 にいって,0-1)と0-2)式 に,労 働 の質 の指 標 が,

労働 と資 本 の組 合 せ を決定 す るも う一 つ の パ ラ メタ と して ふ くま れ る形 の生

産 関 数 が 要 請 さ れ る。 以 下 しば ら く,一 般 的 な 形 で 考 察 して,そ の特 殊 な一

つ の ケー ス が,性 別 労 働 構成 を考 慮 した生 産 関数(A-1,2:4頁)式 で

 あ る こ とを 示 そ う。

  1 タ イ プ1の 生 産 関数

  労働 の質 をXと す る と,労 働 の質 半 制 限 的 生 産 関数 は,

     (1-1) :L=f(X,Q)

     (ユ ー2)K=9(X,Q)

 のセ ヅ トで与 え られ る。た だ し,X(>0)は 労 働の質をあ らわす パラメタであ り,

     C1-3.1)of CU C 1-3.2)of>OX   Q

     (1-3.3)aX<0(1-3.4)aQ,>0

で あ る ・((1-3.・)と(・ 一3.2)か らaX>・ を 得 る)

b

(1-3.1)と(1-3.3)は 労 働 の 質 の 定 義 とみ る こ と が で き る。(1-3..1)

(注6) 1.Ozaki:The Effects of Technological Changes on the EconomicGrowth

   of Japan,1955-1970, inEd.K. R. Polenske and J.`T, Skolka:Advances in

   Input=Output Analysis,1976
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は,他 の事 情 が 一定 な ら所要 の生 産 量 を達 成 す るた め必要 な 労働 人員 数 は,

そ の質 が高 い(Xが 大 きい)ほ ど,少 な くてす む こ とを意 味 して い る。

(1-3.3)は,労 働 を所.与 とす る と き,所 要 の生 産 量 を達成 す る の に必 要 な

資本 量 が少 な くてす むほ ど,そ の資 本 設 備 と結 合 して配 置 さ れ る労働 の質

は 高 い,と い うこ とを示 して い る。

 Q=Qに 固定 す る と,(1-2)か ら K=9(X,Q),(1-1)か ら

L=f(X,Q) を 得 る。 これ は 所 与 の生 産 量Qを 達 成 す るた め必 要 なK

と:Lの 組合 せ は,Xの 値 に よって異 る こ と、を意味 してい る。 さ らに,. Xを

特 定 値 文 に定 め る と,K=9(X, Q), L=f(X,Q)に よ ってKとLの

値 が定 ま り,組 合 せ が きま る。0-1),0-2)式 は(1-1)(1-2)式 に澄

い てXにX=X(定 数) とい う特 定 値 を与 え た特 殊 な ケー ス に相 当 す る

こ とが わか るo

 (1-1)は,労 働 の質Xを 変化 させ る こ とに よって,所 要 の配 置人 員 数

が変 る こ と を示 して い る。 た とえ ば,配 置 さ れ てい る労働100人 を 比較

的 不熟 練 な100人 に代置す ると,こ れ はXの 低 下 であ る か ら,(1-3.3)

に よって所 要 のKは(不 熟練 者 に も操 作 で き る設 備 又 は追 加 的設 備 の設 置

を必要 とす るか ら)上 昇 す る。 一 方,(1-1)に よっ て,Xの 低 下 した 労

働 人 員100人 では 生 産 水 Qを 達 成 で きない・ 人 員 数:Lを 増 加 させ ね ば

な らな い。 これ が タ イプ1の 生 産 関数 の 主特 性 で あ る。

II タ イプIIの 生 産 関数

 考 え うる第2の タ イ プの生 産 関数 は 次の 式 の セ ッ トで 与 え られ る。

  2-1) L=f(Q)

  2-2) K=9(X,Q)

  2-3.1)黠 〉 ・2-3.2)agax〈 ・2-3.3)agaQ>・

 第1の タ イ プ の場合 と論 な じ く,Q=・Q, X=X12固 定 す る と配置 人員

:Lと 所要 設 備Kが きま る。 た だ し,配 置 人員 の質 の変 化 は設 備Kに は影 響

す る が所 要 人 員数 には影 響 しない。 この点 が タ イ プ1の 場 合 と異 な る。 す
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な わ ちfこ の タ イプ で は,例 え ば,設 備 を 自動化 した り増 設 す る な ど して

Kを 増 加 させ れば 配 置 さ れて い る100人 を,生 産 水 準 の低 下 を ひ き齢 ～二

さ ず に,よ り 不熟練 な 労働100人 に 澄 きか え る こ一とが で き る。

 タ イ プ1と 皿 の ちが いは,次 の よ うにい うこ と もで き る。 所 一与の生 産 水

準 を達 成 す るた め に・ 設 備Kを 増 加 させ補 う こと に よ って,労 働 の質 を低

下 させ る之 とが で き る。 こ の場 合,労 働 の配 置 人員 数 は も との ま 丶で よい

ば あい と・増 加 させ ね ば な らぬ場 合 とあ り,前 者 は タ イプ皿 に ,後 者 は タ

イプ1に あ た る。1と 皿 の ど ち らが妥 当 で あ るか は,生 産 工 程 の設計 に使

わ れ る工 学 的 知識(設 計 法 則)や 設 計 習 慣 や そ の他 の制度 的諸 条件 に も依

存 す るか ら・ 生 産 部 門 ご とに労 働 需 要 モデ ル を タ イ プ1,Hに も とつい て

設 定 し・ これ らを検 証 す る こ と に よって,判 定 しなけ れ ば な らない。

 タ イ プ1・ 皿 の生 産 関数 は ・生 産 水 準Qが 与 え られ る と,労 働 人 員数L

と設 備Kの 組 合 せ は ・Xを パ ラメ タ と して 変 化 す る。 つ ま りLとKの 代 替

には全 く自 由度 が ない わけ では な く,代 替 はXを 媒 介 に:して お こな わ れ る。

Xが 所 与 で あ る と きは ・:LとKは 補 完 的 であ る。 この意 味 に 澄 い て,Lと

Kの 代 替 はXに 関 して 半 制 限 的 で あ る。Xは 一 般 に は配 置 さ れ る労 働 の質

的 構 成 に関連 してい るか ら,タ イプ1,皿 の生 産 関数 労 働 構 成 半 制 限 的 生

産 関数 とよぶ ことllCす るo

 生 産 関数 を構 成す る一 組 の方 程 式 の う ち,(1-1)と(2-1)を 労 画投

入 関数,(1-2)と(2-2)を 資 本 投 入 関数 とよぶ ことにす る。

皿 指 標Xの 経 験 的 対 応 物

 (1)で 導 入 した労 働 の 質 の指標Xは,性 別 労 働 需 要 のメ カニズム

の解 明 とい う当面 の 問題 に つ い て は,男 子 人 員 数Lmと 女 子 人 員 数::Lfの

関数 とみ な す ことが で き る。 す な わ ち

  3-1) X=φ(L・f,Lm,〃)

こ こ にaは 労働 の質Xに 影 響 す る性 以 外 の他 の 諸 因 子(経 験 年 数 ,年 齢 等)

の影 響 を示 す パ ラメタ の集 合 であ る。 当 面 の 分 析 にお い て は第1次 近 似 と
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して θ を 一 定 とす る 。

 (3-1)の 特 殊 な ケ ー ス と して,

(3-2)X一 φ(L%f,の

が 考 え ら れ る・ さ らに ・(3-2)の も っ と も簡 単 な ケ ー ス は ・

  (3-3)X-L院f

で あ る。

N 質 関数 φ を(3-3)に 設定 した とき のタ イ プ1の 生 産 関数

 生 産 関 数 が タ イプ1で,質 の指標 関数 φが(3-3)な らば,労 働 授 入 関

数(1-1)は,(1-1図)に 示 す よ うにな るo図 の等 量線Cは(1-1)式

を あ ら わ す 。 す な わ ち,

(3-3)を 使 っ て,(1-1)

は,

 (4-1)

  L=f(Lm QI,f)

とか け るoこ こ で

L=:Lm+Lfで あ る か ら,

 (4-1')

有
効
域

Lf

丶
丶
 丶
 丶
  丶

Q-Qの 等 量線

P2(K=K2>K1)

訟(K=K,)
丶
丶丶

 ¥¥

 Mド 丶丶丶 ・P・
  1  丶  

1   丶丶

0
一
 有効域

1-1図

c

Lm+Lf-f(壽
,Q)

Lm

 を 得 る。 これ をQ=Qと 齢 き,Lm:Lf平 面 に かい た もの がCで あ る。

  点Mは 等 量線 と450線(点 線)の 接 点 で あ る。 質 の指 標 関 数(3-3)の

 も とでは,以 下 に示 す よ うに,等 量線Cの,点Mよ り上 方 の 領域 が有 効 域

                             ヱ

 で あ るoま ず,C上 に 点P1とP2を と るo plの 座 標 をLm=:Lm,

    1               2                     

 Lf=:Lf, P2の 座 標 を:Lm ==Lm,:Lf=Lfと す るo点P1に 澄 い ては,

 質 指 標Xは,

          

   5-1)X1一¥t・
        :Lf

!で あ り,点P2に 論 い て は,
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  5-2)X・ 一 ・L蓼
        :Lf

で あ るo図 か らあ き らか な通 り,

  5-3)X1-L臨>L触 一X2ー

す なわ ち,点P2に 誇 け る方 がP1に 澄 け る よ り も質 指 標 は低 い。 一 方,点

P2に 論け る所 要 配 置 人 員 数L㌔+L2f(≡L2)は 点P1に 澄け る所 要 人 員

数 ・L ln+:L㌔(≡Ll)よbも 多い。 これ はP2を 通 る45。 線 はP1を 通 るそ

れ より上 方 に あ る ことか らあ き らか であ るoし た が って,点P1とP2は,

タ イプ1の 生 産 関数 の条 件(1-3.1)を み た してい る。

 こ れ に対 して,曲 線Cの 点Mよ り卞 方 の領 域 に 齢い ては,点P3とP4の

比較 か らたS'・S・vaわ か る融 畿 〉 ・ とな り条件(1一 鋤 は み た さ れ

な い。 した が って,有 効 領 域 はMよ り上 方 であ る こ とが 示 さ れた。

 点Mよ り上 の 等 量線Cの 有効領 域 に おい ては,あ き らか に,女 子 労働 の

男 子 労 働 に対 す る限 界 代 甑 ∂L%Lmは1よ り大・きい。 す な わ ち,男

子 配 置 人 員1単 位 を減 少さ せ これ を女 子 配 置 人 員 で代 置 す る と き,所 要 の

女 子人 員 は1人 よbは 大 きい。

 P1か らP2へ 女 子 配 置 人 員 の 堵裹 をひ きあ げ る((3-3)に よ って, X

が低 下す る)場 合 ・設 備 ρ 自動 化 ・ 軽 作 業 化 等 に よ り耳 を増 加 せ しめね ば

な らな いσ この こ とは,資 本投 入関 数(1-2)に よ って示 され てい る。
           ジ

 タ イ プ1の 生産:関数 にk・・hて φに(3-3)を 使 い,所 与 の生 産 量Q=Q

の も とで,Lm,:Lf,Kの 空 間 曲線EEノ が,有 効域 に澄 け る生 産 関数 の

等 量 曲線 で あ る・CC'は 罕 間 曲線EE,のLfLm平 面 へ の射 影 で,～ 二れ

は1-2図 のCC'に 相当 す る。DD'は, Lm平 面 へ の 射影 であ る。 図

に は かい て ない が,そ の他 の任 意 の生 産 水準 に対 す る等 量 曲線 をLm Lf

K空 間 に示 す ことが で き る。
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 1-3図 には,1

1-2図 の 生産 水 準

Q=Qに 対 す る等 量

曲線EE'を その ま 丶

か き こみ,Qよ り も

大 きい 生 産 水 準Q'に

対 応 す る等 量 曲線 を

FF'と して か き入

れ て あ るoEE,齢

よびFF'の,:Lm

:Lf平 面 へ の 射影 を

CC',GGノ とす るo

CCノ は『1-2図 のそ

れ とお・な じもの であ
         K

るoEE',FIF,等

々の 等量 曲線 の集 合

は:LmLfK空 間 に

一 つ の 曲面 を形 成 す

る であ ろ うoこ れ が,

タ イ プ1の 生 産 関数

の図 形 的表 現 とな る。

い ま,Lm:Lf平 面

に澄 い て原 点 を通 る

直線ON'を ひ き,

曲 線CC'澄 よび,

GG'と の交 点 をそ

         Kれそ れA,
,B, とす

等量曲線

Lf

Ef

     !1
   //
   /      1
  ノ        ノ ノ       ノ

广 鞠鞠一!/
'l   l

1

iザ 千
1日 り
 l
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る・ こ の 二 つ の点 にts V> v(は ・ 控 は 一 定 で あ る か ら・Xは 一 定 で あ る・

空 間 曲 線EE,,澄 よ びFF,上 に 誇 い て,そ のLmLf平 面 へ の 射 影 が

そ れ ぞ れA,,B'で あ る よ う な 点, AとBを と るoこ れ ら の 点 は,タ イ プ

1の 生 産 関 数 に 澄 い て,Xを 一 定 値Xに 澄 い た ケ ー ス

  :L・=f(X,Q)                           ノ

      _    た だ し,Q=Q澄 よびQ
  K=9(X,Q)・

に 相当 す る。

 ABを 通 る鎖 線ABNで 示 した 空間 曲線 は,し た が って,労 働 の質(労

働 構 成)を 一定 に保 った と き の生 産 関数 を示 してい る。 空 間 曲rw ABNは

L=f(X,Q), K=g(X,Q)の つ くる 曲線 に照 応 す る こ とは い うま で

もないo

 労 働 構成 半 制 限 的生 産:関数 に 診 い て は,労 働 人 員(各 種 労働 の 配 置 人 員

の合 計:こ こでは男 女 人 員 の計):Lと 資 本 設備Kと の 組 合 せ 関係 は,生 産

水 準 を 一 定 と し て,通 常 の 右 下 が り に な る とは 限 ら な い こ と に 注 意

し た い 。

               1-4図

 (1-4)図 の横 軸 に は,Lm

:Lf二 種 の 労働 を そ の質 の差 を

と りた て て示 す こ とな しに,単

純 に合 計 した量(人 員)Lを 目

盛 り,縦 軸 に は設 備 額Kを 目盛

る。 も ちろん:L≡:Lf+Lm で

あ る。

 1-1図 のMに 照 応 す る点 を

1-4図 のMと す る。M点 よ り

下 の部 分 では,1'f/:Lm

0

K

4
P

P

 
P

 
P

M

Q= 定

L

           が 増 加 す る につ れ て(1-2)と(3-3)か らわ か

る と 掬 ・Kの 所 要 量 は増 加 す る・ この 領域 では・ しか し,Lfんmが 増

す に つ れ て:Lf+:Lm の 値 は 減 少 す る(例 え ば1-1図 点P4とP3を 比較
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す れ ば わか る)Qで あ る か ら1こ の領域 では(1=4図 プのP4 P3が 示 す よ

うに・・:LとKの グ ラフ(無 差別 曲 線)で は 曲線 は右 下 が り、に な る。

 M点 よ り上 の領域(1-4図)で は,L死 血 の増 加 につ れ てKは 増 え る

が・:Lm+Lfの 合 計 は 同 時 に増 加す.る。 つ ま り1これ を:LとKの 軸 であ らわ

せ ぱ,(1-4>図 のPIP2で 示 す よ うに 曲 線 は 右上 が りに な る。

 この図 の 例 でわ か る よ うに・ タ イプ1の 関数 の も と でぱ,質 の差 を陽 表

的 に 示 さ な い:L～K平 面 の上 では 生産 の無 差別 曲線 は右 上 が りに も右 下 が

りに も な りうるoた だ し・有 効領 域 は1-4図 のMよ り上 方 の 部分 であ る
。

(注7)

 有 効 領域 が1-4図 でMよ り上 の 部 分 で あ る とい うめ は 質 関数 φ を(3

-3)式 ・の よ うに 設 定 した こ と か ら 由 来 す る
。 もL,(3-3)と 反 対 に,

X=LfL
mと 設 定 す れ ば,・ 一4図 のMか ・ら下 力鞴 域 ・と・な る。(3-3)式

は φ関 数 の 多 くの 特 定 化 の 中 の 一 っ で あ ・り,一 こ の仮 説 は い うま で も な く,

タ イプ1の 生産 関数 に依拠Lた 労働需要モデ ルの検証 を通 じて検証 され る

べ き もの で あ るo

V 質 関数 φを(3-3)に 設定 した と きの タ イ プ皿 の生 産 関数

 第1の タ イ プ と対,.,せ しめ な が ら第 皿 の タ イ プの生 産 関数 に つ いて述 べ

る・ 第1の タ イ プ では・ 一 定 の生 産 水準 を維 持 しな が ら男 子 の労 働1単 位

(人)で 代 替 す る と き,そ の限 界 代 替率 が1:'1で は な い・(第1-1図M

点 を除 く)。

(注7)ま た,1-4図 か ら,:LfとLmと ど ちらが生産性 の観点 か ら高質 の労働 であるか

   を判定できる。つまhM点 より上の領域では同一の生産水準を維持するには,資 本

   Kを 増加するとともに・労働人員も増加させなければならない(第1-4図PlP2 を

  鰍 すれ醐 らかである)・ ここでKの 増加と共に 鑑 綱 時に(第1一 ・図で)
   増えているのであるか ら,Lfの 方がLmよ り生産性視点からの質が劣っているこ

   とになる・M点 よh下 の領域では,反 対12Lfの 方が1'mよh良 質 である状態ぶ

   示される。
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 た とえ ばs5人 の男 子 で操 業 さ れ て い た生 産 工 程 が ゼ 工 程 の 自動 化 に と

もな って,1人 の男 子 ど5人 の 女子 ぞ操 業 で きゐ よ うにな1った とい うばあ

い は,・4人 の男 子 が5人 の女 子 で代 替 さ れ た わけ であ る。

 あ るい は,5人 の男 子 で操 業 して い た工 程 参,4人 の男 子 と3人 の女 子

で操 業 可 能 とな らた ぱ あ い は,'4人 の男 子 が3人 の女 子 で代 置 さ れたわ け

で あ り,代 替率 は,や は り,1対11で は な い。

 、第 二 の タ イ プ の生 産 関数 は,工 程 を機 械 化,自 動 化 す れ ば,一 定 の生 産

水 準 を維 持 しつ つ,男 子 の労働 一 単 位 を女 子 の労働 一 単 位 で代替 す る こ と

が で きる とい うタ イプの も ので あ るo

 た とえば う5人 の男 子 で操 業 さ れ て い た生 産 工 程 が 自動 化 の結 果 と して

1人 の男 子 と4人 の女子 で操 業 で き る よ うに な る ばあ い であ る。 この と き

男 子4人 が 女 子4人 で代 置 さ れ た の で あ るか ら,代 替墨 は1:1と な る。

 (2=1)にL=:Lm'+Lfを 代 入 す る と,

  (6-1) Lm+Lf=感f(Q)

と な る 。 ま た(2-2)に(3-3)を 適 用

し て,資 本 投 入 関 数 は

  (6-2)K=g(LmLf,Q)

の形 にか け る。

 労働 投 入 関数(6-1)に 齢 い て,

Q=Qと 与 え れ ば,労 働投 入関数 に関す

第1-5図

Lf

@_@
   (K2>K,)

 P2(K=Kz)

P,(K=K,)

45ｰ

0

Lm

る生 産 の等量 線 は,Lm Lf平 面 につ い て1-5図 の よ うに45。 の傾 き を

もつ 直線 で あ らわ さ れ る。、(3-3)の φ関 数 の 性 質 よ・り,図 の点P1よ り

もP2に お け る方 がXの 値 が低 く,従 って,資 本投 入 関 数(2-2)の 性 質

か らP2に 対応 す るKの 値K2はP1に 対 応 す るそ れ, K1,よ りも大 きい。

 (6-1)(6-2)の セ ッ トで与 え られ る タ イプ皿 の生 産 関数 の等 量 曲

線 を,:Lm:Lf K空 間 に示 せ ぱ1-6図 の よ うにな る。 図 の:Lm:Lf平

面 に 論け る 直 線Zは1-5図 の 直線 をそ の ま 丶うつ した もの にあた る。,e"
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1-6図
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は,よ り大 きい 生産 永 準(Qt>Q)に 対 応 ナ る奪量 線 で あ る。 これは,

                                   

(6-1)(6一2)か らつ くられ るLtn:Lf K空 間 に澄 け る空 間 直 線J

Jtの:Lf Lm平 面 へ 射 影 であ る。 J JJ'は,生 産 量 をQに 与 え た と きの等 量

(直)線 であ為o Q'に 与 え だ と きの等 量 直線 はHHtで 示 さ れ てSs・ b,そ

の:Lm Lf平 面 へ の射 影 が 直wa Ltで あ る。 タ イプ1の 生産 関巌 は φ関 数

が(3-3)で 与 え られ る と き は,直 線JJ'IHH'i等 々 を ふ くむ,:LfLm

                

K空 間 に お げ る 一 枚 の曲 面 で あ らわ さ れ る。

 労 働構 成 を所 与 と してみ る。 例 え ば,1-6図 のLf Lm平 面 に誇い て,

原 点 を通 る 直線OSを ひ き これ とL・taよ びL"直 線 の交 点 をP2,P4'と す

る。 これ ら2点 は,い ず れ も労働 力構 成Ln),>Lf(1E X)が 等 しい 点 であ る。

等 量 直線JJ・ 澄 よび,一HH・ 上 に そ れぞ れ:Lf:Lm平 面 への射 影 がP2                                ,

P4に な る点R2, R4を 求 め る・R2とR4は 労働 構 成(X質)を 所 与

(X;X一 定)に 保 っ た ときの 生 産 関数 上 の点 で あ る。 す な わ ち,R2と
                

R4を 結ぶ一 本の空 間 曲線 は質 を"定 に保つ ときの生産関数 タイプ皿の特
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殊 な ケー ス にあ た るoこ れ は(6-1),(6-2)で,X=Xと 誇 き,

   Lm+Lf=fCQ)
                   図1-7
    K=g(X,Q)

の あ ら わす:LmLfK空 間 に おけ る 曲

線 で あ る。

 タ イ プ∬ の生 摩 関数(6-1),(6-2)

Lを
,1-7図 の よ うにL(≡Lm+Lf)K

平 面 に あ らわ せ ぱ,Q=Q,Q=Q,等

に対 応 す る無 差別 曲線 は:L軸 に対 して

垂 直 で あ る。 質 関 数 が(3-3)の 形 を

とる と きは,図 の点P2診 いて はP1

よ り もLmL
f C≡x)の 廊 小 さ い。

M 各種 の生 産 関数

0

K

A    一   一  @一Q Q=Q,

P2●

P,

一 L

 タ イ プ1と 皿 の生 産 関数 の型 の差 は,労 働 投 入 関数 に あ る。 タ イプ1で

はL=・f(X,Q)で あ り,皿 で はL=f(Q)と 設 定 さ れ て い る。 前者 では

男 ・女 労働 人 員 の限 界代 替 率 は可 変 的,後 者 では 不変(1)と され て い る。

fの 具 体 的 な形 お よび・ 資 本 投 入 関数9の 形 は,ま だ特 定 化 さ れて い ない。

これ を特 定 しよ う。 ・

 (1) 労働 投 入 関数 の特 定 化

 (イ》 タ イプ1の 生産 関 数 に お け る労 働 投 入 関数 の特定 化

  男 ・女 労働 の限 界代 替率 が可 変的 で あ る 労働投 入 関 数 の形 と して,ヴ

 ィ ク セ ル ・コ ブ ・ダ グ ラス型

 L-1) Q=bLm Lff

 に 特 定 化 す る。b,αm,αfは 技 術 を あ ら わ す パ ラ メ タ で,

 :L-2) b>0, αm>0, αf>0

 で あ るoま た,:Lm>0, Lf>0。

 :L-1)式 は ・ 男 女 の 労 働 配 置 人 員 計 を:Lm+:Lf… … 聾

一24一



とかけば変 形 して

Q-bLαm+αf(LmLf)伽(・+・LmLf)一(am+αf)

とあ らわ さ れ る。 これ は ま た

レ3)L一 吉 αm葦 αf(㎞Lf)一amam+af(・+LmLf)Q伽 盞f

と も書 け る。 つ ま り,配 置 人員数(男 ・女 計):Lは,男 女 の比率 が一 定

な らば 生 産 水 準Qだ け の 関数 であ り,生 産 水 準Qを 一定 とすれ ば 男女 合

計 の配 置 人 員 は,両 者 の比:Lm/Lfに よっ て変 る とい う技 術 特性 を示 し

て い る。 φ関数 を(3-3)と す れ ば,X=LrγLfを 代 入 して3)は

        1       -gy m              l

L-3)'L=(1b)crm+af(X)αm叔f(1+X)Qαm+αf

の形 にな るo

(ロ) タ イ プ.IIの 生 産 関数 にお け る労 働 投 入 関数 の特 定 化 ・特 殊 な ケ ー ス

 とし て,男 ・女 労 働 者 数 の限 界代 替 率 が1で あ るよ うな労 働 投 入 関 数:は

:L-4):Lm+:Lf=:FL(Q)

とあ らわ さ れ る。 関数Fの もっ と も簡 単 な形 を採 って線 型 とす れ ば

L-5)Ln,+Lf=cro+al Q

と特 定 化 さ れる。 α0,α1は 技 術 を あ ら わ す パ ラメ タで,

L-6)a1>0

で あ るo

(111各 種 タ イ プの資 本投 入 関数 の特 定 化

 資 本投 入関 数 と して,三 種 の特 定 化 を試 み る・

(イ) タ イプ1

 第1は,配 置人員の男 ・女 比率が,資 本係数%と 線型 関係 で結 ばれ

る形,す な わ ち,

K-1)Lf=eo+ei Q

で あ る。 これ を変形 して資 本投 入 を従属 変 数 の形 で あ らわせ ば・
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K-2)K=E-
1(:Lmτr-Eo)Q

とな る・好 比率 の上昇雌 械化'自 動イ匕畔 って可能 になる ζすれば・

K-3)ε1<0

であるrと 力繋 れや0こ れとK/Q>oの 条鱗

K-4)εo>・        〉 つ      Lf

が み た され る必 要 が あ るo

回 タ ≧プ皿

K一 ・廊 資本投入 関 数 はLm'LfとKQが 線 型 関 係 に あ る と設 定 さ れ てい

るが,対 数 線 型 に善 きか え る と,

K-5)Lm一 δ・(」K.Q)δ1

で あ る。 資 本 を従 属 変型 の形 でか け ば,

         1       1

K=6>K《 言)δ1(LmLf)δ1 Q '・

とな る。 この特 定 化 の も とでは,

K亠7)δo>0

を要 し,ま た,タ イ プ1と 論 な じ理 由 で,

K-8)δ1<0

が 要請 さ れ る。

の タ イ プ皿

 第3の 型 の資 本 投 入 関数 は,KとQの 関 係 を線 型 で近 似 し,こ の関 係

が男女配 置人員 の比率 で移動ナ る よ うに設定 され る。 す なわ ち,

         :LfK-9)K=Qo+Q1           +RZQ
         Lm

女子 の比 率 の上 昇 が 機極 化 ・ 自動化 の投 資 と平行 す る もの とす れ ば・

K-10) Qi%0

で あ り,ま た生 産 水 準 の拡 大 に要 す る投資 は正 であ る こ とか ら,

K-11)β2>0

でな け れ ば な らな い。
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(iii) 5種 のタ イ プの生 産 関数        ・  ,

 各 タ イ プの労働 投 入関数 と資 本 投入 関数 を組 み 合 せ て,以 下 に5つ の

生産 関数 を設定 し・ これ らの経 験 的 妥 当性 を検 討 す る。

(イ) タ イプ1-1の 生 産 関数

 労 働投 入 関数 はタ イ プ1,資 本 撞 入関 数 は タ イプ1を 採 る。 す なわ ち,

摂 晦 ヒ ∵:>OI'm/Lf
回 タ イプ1-2¢1生 産 関数

 労働 投 入 関数 は タ イ プ1,資 本投 入関数 は タ イ プ皿 を採 る。 す 左 わ ち,

lll藻+醒Q}∴ ζ:
の タ イブ1【一1の 生 産 関数

 労働投 入関数 はタ イプ皿,資 本 投 入関数 は タ イ/1を 組合 せる。す な

わ ち,

婁二∵ 劉 ∴>LmLf
←}タ イ プ皿 一2の 生 産 関数

 労働投 入関数 はタ イプ皿,資 本投入関数 は タイプ πを組合せた ぱあい,

すなわ ち,

罪矯 抖 ∴<。
lam)タ イプ 皿 一3の 生 産 関数

 労 働 投 入 関 数 は タ イ プ■,資 本投 入 関数 は タ イ プ皿 を組 合 せ るoす な

わ ち,

臨 鬟樹1∴ 〉。
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〔2〕労働 需要 の理 論モデ ル

 前項 に挙 げ た5種 の生 産 関 数 をそ れぞ れ ふ ま え て,5つ の タ イ プの労 働 需

要 の理 論 モデ ル が設定 さ れ る。 理 論 モデ ルは,そ れ ぞ れ に使 わ れ た生 産 関数

のタ イ プに よ って,タ イプ1-1,1-2等 と して区 別 さ れ る・

 タ イ プ1-1,1-2,皿 一1,11-2,11-3の 生 産 関 数 を一 般 に・

 M-1)G(Lm, Lf)=Q   労 働 投 入 関数

 M-2)H(Q,LnジLf)=K… … 資本 投 入 関数

と か く。 所 与 の 生 産 水 準Qを 達 成 す る た め の 費 用 極 小 の 資 本K,齢 よ び 男 女

労 働 量 は,周 知 の と お りつ ぎの よ う に して 求 め ら れ る。

 費 用Cは 定 義 に よ り

 C=Wm:L m+Wf:Lf+pk(K-K_1)iB+〔pk(K-K-1)+K-1〕d

  =Wm:Lm+Wf Llf+pk(iB+d)K-Pk(iB+d)K-1+d●K-1

 こ こ に,Wm,Wfは 男 ・女 労働 の 賃 金, K, K-iは 期 末 論 よび 期 首 の 資 本

残 高(固 定 価 格 表 示),Bは 投 資 額 の う ち借 入 れ で 調 達 さ れ る 割 合, dは 償

却 墨,Pkは 投 資K-K-1の 価 格 指 数 で あ る 。 Pk(iB+d)… …'rと 澄 け ば ・

生 産 費 は,

 M-3)C=Wm Lm+Wf Lf+rK-rK-1+dK-i

と あ ら わ さ れ るo

 こ こ にWm, W f, rは そ れ ぞ れ男 子 ・女 子 労働 澄 よび資 本 の投 入 の価 格

で あ る 。

 所 与 の生 産 水 準Qに 対 して,M-1)M-2)を 制約 と して 費 用M-3)を 極 ・」・

にす る。 男 ・女 労 働 に 関す る限 界生 産 力 均 等 式 を導 くた め ・M-2)をM-3)

に代 入 して,

   F=Wm Lm+Wf Lf+・ ・H(Q,控)+λ 〔G(Lm・Lf)_Q〕

と し,

aF _

8Lm一 ・ ・aF8Lf一 ・ を求 め る ・
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       ∂H,+λaG=o   Wm+r            aLm      8Lm

   Wf+・axaLf+λ 嚴 一 ・

   両式か らλを消去 して,

  M-4)∂aG'Lm/(Wm+・axaLm)一aG8Lf/(Wf+・axaLf)

これ は,男 ・女 の 労 働 に関 す る限 界生 産 力均 等 方 程 式 で あ る。

 生 産 関数(関 数GとH)に,そ れぞ れ前 項 の タ イ プ1-1,1-2,1[一

1,皿 一2,皿 一3を 適用 す る と,均 等 方程 式M-4)は 次 の よ うな形 に導 か

れ る。

 (イ)生 産 関数 に タ イ プ1-1を 使用 した と き の均衡 方 程 式

       』 廴Wm+⊥ αm+αf⊥ £_...タ イプ1-1  M-5)Lf
                      Lf              EI  am  Wf        am Wf     Lm

 (ロ)生 産 関数 にタイ ブ1-2を 使 用 した ときの均衡 方程式

  M-6)Wn, LmWf Lf一 弁+僻+・)β1・r1Wf Lm… … タ イプ・一2

 (・う 生 産 関数 に タ イ プ:H:一1を 使 用 した とき の均衡 方 程式

  M-7)Wm iWf一 号 含(LmLf+・)

 (二)生 産 関数 に タイプ皿一2を 使用 した ときの均衡方程式
               1       -

  M-8)wm-Wfr一 苛 δ♂陰 ・(LmLf)δ1・Lf+LmLm

 困 生産 関数 にタイプ皿 一3を 使用 した ときの均衡 方程式

  M-9)Wm-wfr-Qi Lf 2LmLm

 均衡 方程式 と生産 関数 の一組 は一 つの労働需要 の理 論 モデ ルを与え る。

〔3〕 5種 類 の労働需要モデルのパ ラメ タの推 定 と検定 の概要

 1 推 定 法

  前項 に述 べた労働 需要 モデルのパ ラメタは基本 的 には生産 関数 のパ ラメ
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タ で構 成 さ れ て い る・ モデ ル のパ ラ メタ の推 定 は ・ したが って・隼 産 関数

の パ ラメ タ の推 定 にほ か な らない・ 生 産 関数 は・ 労働 澄、よび 資本 の投 入 関

数 か ら成 る か ら,両 関数 の パ ラメタ の推 定 につ い て述 べ る 。

 (i) 生 産 関 数 の パ ラメ タ の直接 推 定

  生 産 関数 の〆 ラ メタ を・ 直接 推 定 した結 果 を第1-2表 ～ 第1τ,3表

 に掲げ る。

  (イ) タイプ1『の労働投 入関数 の直接 推定結果

   第1-2表 は,労 働投 入関数

     Q=bLmmLff

 を最 小 自乗 法 で直接 に推定 した結 果Zあ る。

  各種 の産業 で必 要 な条 件 αm>0,αf>0を み た さ な い も のが 多

 い。 共 に正 の値 を とる ぱ あい に も,t値 が低 い こ とか ら,マ ルテ イコ

 リニ ア リテ イの発 生 が うかが わ れ る。

 回 タ イ プ皿 の労 働 投 入 関数 の直接 推 定 結 果

  第1-3表 に タ イプ皿 の労働 投 入 関灘

    Lm+Lf=ap+al Q

 の最 小 自乗 法 に よる推定 結 果 を示 す。 鉱 業 を除 くす べ て の産 業 に 澄い

 て,条 件 α1>0が み た さ れ て論 り,;推 定 値 の有 意性 も高 い こ とがわ

 か るo

(II) 生 産 関数 の パ ラ メタ の 間接 推定

 前 項(1)の(イ)(ロ)の結 果 を考 慮 して,タ イ プ1の 労働 投 入 関数 を もつ 生 産

関数(す な わ ちタ イプ1-1,1-2)に つい て は,労 働投 入 関数 澄 よ

び資 本 投 入 関数 の両 者 ともパ ラ メタ の間 接 推定 を 澄 こ な う。 タ イ プ皿 の

労 働 投 入 関数 に っ い て は パ ラメタ を直 接 推定 した 結果 を使 うこ とが で き

る。(こ の関数 は タ イ プ11-1,皿 一2,皿 一3の モ デ ル の どれ に澄 い

て も,構 造 方 程 式 であ る と ともに誘 導 形 の形 を してい るの で,ど うい う
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  構 造 推定 方式 を採 ろ うと も第1-3表 の最 小 自乗 推 定 結 果 をそ の ま ま,

  皿型 の労働 投 入 関数 の パ ラ メタ と して使 うこ とが で きる) した が って

  タ イ プ】1の労働 投 入 関数 を もつ11-1,皿 一2,皿 一3,の 生 産 関数 に

  つ い て は ・ モ デ ル:n:一1・1[一2:,II-3を 使 っ て ・ 資 本 投 入 関 数 の パ

  ラメタの間接 推定 を論 こな う。

 皿 検 定 法

  詳 しくは,各 種 タ イプのモデ>Lの 項 で述べ るが,あ らま しをいえば,理

 論 モデ ルの検定 の基準 としては,理 論的整合性 基準 と適合度基準 が適用さ

 れ る。 モデ ルの中の均衡方 程式 を例 に とれば生産 関数 のパ ラメタに課せ ら

 れた理 論的制約が均衡 方程式 のパ ラメタの推定結果 に黔吟てみたされてい

 るか ど うか をr労 働 需要 モデ ノLの・ し斥が?て ・生産 関黎 の・妥 当性 を検

 討す るための理 論的整 合性 基準 とする・適合度 基準 は・均衡 方程式 のパ ラ

 メタの推定値の統計的有 意性 澄 よび決定係数 の高 さであ る。 モデルが,整

 合性基 準 と適合度基準 の両者 をみた した とき,当 該 モデルは検証 を通過 し
                      '

 た もの とす るo

〔4〕 労 働 需 要 モ デ ルの パ ラメ タ の 推 定 と検 定

 1 モ デル タ イ プ1-1の パ ラメ タ の 推定 と検 定

  (1)生 産 関数 タ イ プIr1の パ ラメ タ の推 定 と検 定 法

   タ イプ1-1の 生 産 関数 の パ ラメ タ の推定 は,労 働 需要 モ デ ルタ イプ

  1-1に 則 して澄 こな わ れ る。

   ① は じめ に,労 働投 入 関数 の パ ラ メタ の推定 につ い て。

    モデ ル ・タ イ プ1-1の 均 衡 方程 式 は,

   イー1)LfLm-WmAO wf+rAi Wf Lf

   であ るoた だ し,

   イー2)A・ 一 α%m,A1一 ÷ ・cxm+afam

   で あ る。
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 均 衡 方 程 式(イ ー1)の パ ラ メ タAo,A1の 最 小 自乗 法1/Cよ る 推 定

値est Aoとest A1を 求 め る 。

(イ ー2)に よ.り,

イー3-1)est A。 一estα ・%m

イ+2)est A1-est(奇 αm煮 αf)

で あ るo～ 二こ に,αf>0,αm>0 か ら

イー4)est Ao>0… … 〔検 証 基 準1-1-a〕

で な け れ ば な ら な い 。 ま た,ε1<0か ら,

イー5)estA1<0… … 〔検 証 基 準1-1-b〕

が 要 請 さ れ る。

 αfと αmの 比 は(3-1)に よ り推 定 され る・ 比 の推定 値 を使 って

αmの 値 はつ ぎの手 続 で求 め られ る。 タ イ プ1の 労働 投 入 関数 を変 形

して,

  Q-b〔Lm Lfαf/㎞ 〕αm

と し,(3-1)を 適 用 す る と,

イー6)Q=b〔Lm Lf(estA・)〕 αm.

こ こ に,左 辺 のQと 右 辺 の 〔 〕 の 中 はQ,Lm,:Lf に か ん す る観

測 値 と est Aoを 使 っ て 計 算 で き る。 し た が っ て(イ ー6)はQと

    (est Ao)         〕 の 間 の 回帰 方 程 式 とみ なせ るか ら
,bと αmの〔L,mLlf

値 が 最 ・」・自乗法 で推 定 さ れ る。estαmを(イ ー3-1)に 代 入 す れ ば ・

estαfが 求 め られ る。(イ ー6)の 推 定 で・

イー7)estαm>0, estαf>0 … … 〔検 定 基 準1-1-C〕

が検 定 基 準 に追 加 さ れ る。

② 資本 投 入 関数 のパ ラ メタ の推 定 は つ ぎの手 続 きで 澄 こな わ れ る。

 ま ず(イ ー3-2)か ら

  est el一(am+afam)/(est A1)
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 こ れに(イ ー3-1)を 代 入 す れ ば ε1の 推定 値 は

  イ.g)estε1=C1+est Ao)/est A1

 に よ・って,求 め ら れ るo

  εoの 推 定 値 は,資 本投 入 関数 にestε1を 代 入 して計 算 さ れ る。

 す な わ ち・ タ イ プ1の 資本 投 入関 数(K-1)式

   Lm/1,f=eo+ei K/Q

 にestε1を 代 入 し,

  イー9)〔Lm/Lf(est・1)K/Q〕 一 ・。

 の形にす る。 左辺 の 〔 〕の中は既知 だか ら,最 小 自乗 法 に よh

 ÷Σ'〔  〕=estεoで εoの 推定 値 が求 め られ る。 た だ し, nは

 標 本 の大 きさ で あ る。 この とき,

  イー10)estεo>:Ln'/Lf … … 〔検 定 基 準 ユ_1_d〕

 がみた されている必要があ る。

㈲ タ イプ1-1モ デルの推定 澄 よび検定 の結 果

 均衡方程式 の推定結果 は第1-4表 に掲 げ るo理 論的整 合性 に よる検

定 基 準(1-1a・b)す なわ ちAo>o,A1>0を 充足 し,決 定 係数 が 比

較 的 高 く・ 係数 のt値 が1以 上 の もの(適 合度 基 準)を 採 れ ば,建 設,

金 融 保 険,不 動 産,サ ー ビス の4産 業 であ る。

 検 定 基準1-1-Cが 充 足 され てい るか しらべ るた め第1-5表 を掲

げ る。4産 業 と も合 格 す るo

検定 基 準1-1-dの チ エ ッ クの た め第 ・一6表 を示 す…>Lm/Lf

は 充 足 され て い るが,(イ ー9)式 の決定 係数 は金 融 保 険 以外 は す べ て

不 合 格(適 合 度 基 準 を 充足 しな い)と な る。

 以上 の検 証 か ら・金 融 保 険 業 以 外 は すべ て,ど れ か の基 準 に 不合 格 で

あ るo
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1-2表 タ イプ1の 労 働投 入 関・数 の直接 推定 の結 果(Q=b:Lamm:La ff丿

産     業 log b am   of宀ゴ

RZ

鉱 ・      業
5.35024
(11.83)

一1 .25129

 (一2.21)

0.180707
  (0.26)

0.8179

建   設   業
一5 .53140

 (一g.s7

2.62524
(6.09)

一 〇.07]3096

   (一 〇.2i)

0.9851

製   造   業
一6 .92343

 (一1.17)

0.515260
  (0.12)

2.48590
(o.ss)

0.9878

食   料   品
3.49336
(3.37)

一2 .31509

(一5.91)`

2.25365
(29.75)

0.982?

紡      織
一14 .0377
       L

(一s.sz)

一6 .11773

  -4.59)

10.9392
(13.57)

0.9612

紙      パ

       .

一7 .60963

 (一3.8.2)

4.65051
  2.43)

一 〇.454006

  (一 〇.38)

0.9762

化      学
一3 .96605

 (一1.45)

一1 .078E7

 (一 〇.46)

4.52076
(2.7s)

0.9716

一 次 金 属 7.12466
(2.61)

一4 .20439

 (一2.59)

3.90881
(4.20)

0.9492

金      属
一19 .9384

 (一5.72)

13.5335
(5.31

一7 .22733

 (一4.22)

0.9865

機      械
一6 .33832

 (一4.75)

4.03556
(4.56)

一1 .13230

 (一1.94)

0.9845

電      機
一4 .44415

 (一3.40)

2.88959
  2.7i

0.215769

(一 〇.33)

0.9419

輸 送 機 械
6.37969
(0.63)

一4 .15476

 (一 〇.70)

4.20595
(.L25)

0.9597

そ の 他 製 造 業
一12 .3921

 (一2so)

4.37168
(2.24)

0.401843
  (0.57)

0.9775

商       業
一1 .83815

 (一 〇.so)

一3 .84140

 (一3.02)

5.484]?
(7.91

0.9792

金 融 ・ 保 険 業
一1 .80613

 (一2.38)

0.336529
  (0.73)

1.55877

(7.g4)
0.9893

不  動  産  業
3.26760
(12.71)

一 〇.881731

  (一Z.sa

1.03661
(3.86)

0.9826

運 輸 ・ 通 信 業
一2 .90203

(一3.28)

0.799502
  (i.ZO).

1.41367
(2.62)

0.9810

電 気 ・ガス ・水道 業
一15 .8470

(一12.40)

10.223?
(9.85)

一3 .89142

(一4.07)

0.9521

サ ー ビ ス 業
一8 .29877

(一10.04)

4.33814
 (6.46)

一1 .07816

 (一2.13)

0.9535
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1-3表  タイプ皿の労働投 入関数 の直接推定 の結 果

産     業 ao at RZ

鉱 業
657.146
(ao.20)

一 〇.882290

  鹽(一8.90)
0.8302

建 設 、 業
1,637.91
(19.41)

0.707714
  14.90)

0.9325

製 造 業
7,356.38
(29.94)

0.3586'72
 (13.52)

0.9191

食   料 品
789.136
(39.74)

0.236990

 一(11.98)
0.8990

紡   料 織
1,835.34
(86.19)

0.407411
 (11.73)

0.8952

紙 ノく
232.227
(23.95)

0.453242
 (ii.90)

0.8978

化 学
426.821
(40.11)

0.ユ28559

 (12.13)
0.9013

一 次 金 属
372.340
(12.69)

0.274074
  (s.09)

0.8011

金 属
443.206
(15.05)

0.702920
 (12.61)

0.9081

機 械
415.206
(1Z.25)

0.472672
 (12.43)

0.9056.

電 機
413.464
 (s.os)

0.434541
  (8.49)

0.8162

輸 送 機 械
410.713
(15.56)

0.258688
  (8.49)

0.8163

そ の 他 製 造 業
2,114.55
(34.22)

0.365893
 (14.14)

0.9255

商 業
6,563.31
(34.99)

0.393211
 (io.os)

0.8623

金 融 ・ 保 険 業
495.436
(32.47)

0.275902
 (23.40)

0.9715

不 動  産 業
一130 .660

(一13.83)

0.177765

 (29.87)
0.9824

運 輸 ・ 通 信 業
1,307.28
(33.25)

0.528754
 (27.96)

0.9799

電 気 ・ガス ・水 道 業
200.268
(91.04)

0.0702769
 (20.68)

0.9638

サ 一・ ビ  ス 業
4,956.07
 (18.49)

0.571335
   szO

0.8395
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モ デ ル1-1の 均 衡 方 程 式表1-4

af/
am

1  (為n十 αf
RZEl am

鉱 業 0.0394 (7.9) 0.00130 (1.1) o.o

建 設 業 0.09335(7.7) 一 〇.00927(2.0) 0.481

製 造 業 0.07897(6.5) 0.15496 (10.1) 0.590
●

食   料 品 0.3319 (1.7) 一 〇.08208 (0.4) 0.0

紡 織 0.6017 (20.4) 0.97535 (5.5) 0.168

紙 パ 0.0667 (3.5) 0.26902(7.8) 0.289

化 学 0.1050 (17.1) 0.02457(7.5) 0.492

一 次 金 属 0.04961(2.5) 0.00295(0.4) 0.0

金 属 0.00893(0.8) o.07s17(s.s) 0.760

機 械 0.08191(2.6) 一 〇.00500 (0.4) o.o

電 機 0.02079(0.5) 0.26152 (5.5) 0.440

輸 送 機 械 0.01144(4.7) 0.01509(20.0 0.952

そ の 他 製 造 業 0.31316(1.7) 一 〇.11823 (0.7) o.o

商 業 0.15987(2.6) 0.41818 (3.3) o.o

金 融 ・ 保 険 業 0.62090(27.4 一 〇.67665(13.6) 0.928

不 動  産 業 0.20877(30.9) 一 〇.00271(7.0) a777

運 輸 ・ 通 信 業 0.08221(7.0) 0.00282(0.5) o.o

電 気 ・ガス ・水 道 業 0.05666(38.9 0.00118 (3.3) o.o

サ 一  ビ  ス 業 0.52630(26.9) 一 〇.40710(9.0) 0.640

( )はt値 。・
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表1-5

          am
モ デ ル1-1:Q=b(:Lm・Lfαf)αm

log b am r2

建

金 融

不

サ

 設

 ・ 保 険

動  産

一  ビ  ス

業

業

業

業

一5 .02130(20.3)

一3 .86973 (17.9)

2.35338 (64.7

-5 .79572 (7.8)

  2.2626(32.9)

 1.6229(31.8)

 0.3667  (22.4)

  1.7.199(12.6)

0.985

0.984

0.969

0.909

表1-6 モ デル ・一1:}(est E1)Q=fp

1st el ε0
   ㈹Lm/

Lfの 最大値
r2

建   設   業

金 融 ・ 保 険 業

不  動  産  業

サ ー ビ ス 業

一117 .98

-2 .40

-445 .75

-3 .75

74.24

2.70 尸

120.?3

5.00

7.81

1.88

3.53

1.49

0.0

0.7399

0.o

o.o

(*)検 定 基準1T1-d参 照

1【 モ デル タ イ プ1-2の パ ラメ タ の 推定 と検 定 法

① 労 働投 入関 数 の パ ラメ タ の推 定 法

 (1) 生産 関 数 タ イ プ1-2

 生 産 関数 タ イ プ1-2の パ ラメ タ の推定 は 労働 需要 モ デ ル1-2に 則

 して 誇 こな わ れ る。 需 要 モデ ル タ イプ1-2に 論 け る均 衡 方程 式(M-

 6;29頁)を 回帰 方 程 式

 一 ・)Wm Lm-gWf Lf・+r1BIWf Lm

の形 に し て,最 ・」・自乗 法 でBoとB1を 推 定 す る。

 こ こ にBoとB1は,
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・ 一2)B・ 一am
of

・ 一3
.)B1一(塑+10f)β1

で あ る か ら,BoB1の 推 定 値 は

・ 一4)・ ・tB・ 一est(α 嗾f)

・ 一5)
.e・tB1-est〔 竺 堅+1C αf)Q1〕

と な るo αm>0,αf>0,β1>0 に よ っ て

 ロー6) est Bo>0 … … 〔検 定 基 準1-2-a〕

 ロ ー7) estB1>0 … … 〔検 定 基 準1-2-b〕

で な け れ ば な ら な い 。

 労 働 投 入 関 数 の パ ラ メ タ の 推 定 手 続 は 次 の と 澄 り で あ る 。 ま ず,

Czm/
afの 推 定 値 は ロ ー4)で 与 え ら れ る ・ こ れ か ら estαmとestαf

を求 め る手 続 は タ イプ1-1と お な じであ る。estαm>0, estαf>0

が検 定 基 準(1-2-C)と な る こ と も1-1と 澄 な じであ る。

② 資 本投 入関 数 の パ ラメ タ の推 定法

 タ イプ1-2モ デ ル の資 本 投 入 関数

  K一 β・+β1鑑+β ・Q

の パ ラ メ タ の 推 定 は 次 の 手 続 き で 澄 こ な わ れ る。 ロー4)を ロー5)に

代 入 して,

  estB1=CestBo+1) estQi

ゆ え に,β1の 推 定 値 は,

 ロ ー8)  estβ1=est Bレ/ζest Bo+1)

で計 算 され る。 これ を資本 投 入 関数 に代 入 す る と,

K一 β・+轟 ・LfL
m+β ・Q

移項 して
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・ 一9)〔K一
,est Blst Bo+1 LfLm〕 一齟β1+β ・.Q

～二の式 の左 辺 の 〔 〕の 値 はK,L・m,Lfの 観 測 値 と est Bo,

estB1を 使 って既 知 であ る。 〔 〕の値 のQに 対 す る回帰 方程 式 と し

て(ロ ー9)の β0と β2の 推定 値 が求 め られ る。 この 際,

  e§tβ2>0 … … 〔検 定 基 準1-2-d〕

でな げ れ ば な らない。 ま た(ロ ー9)の 回 帰 方 程 式 の推定 に際 して決 定

係 数 の 高 さ が も う一 つ の検 定 基 準(適 合 度 基 準)と な る。

         表 1-7

(A)モ デ ル1-2の 均衡 方程 式
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(B)モ デ ル1-2の 労働 投 入 関数
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 ㈲ タ イ プ1-2モ デ ル の 推定 お よび検 定 の結 果

① 労 働 投 入 関数

 均衡 方 程 式(ロ ー1)の 推定 結 果 は(第1-7表(A))の 通 りであ る。

 理 論 的 検定 基 準 〔1-2-a〕,〔1-2-b〕 に合 格 し,か つ 適 合度 基 準

を係数 の推 定 値 のt値 が2以 上 とす れ ば,こ れ らす べ て に合 格 す る産 業

は鉱 業 を除 く全 産 業 であ る こ とが わ か る。

 鉱 業 を 除 く全 産 業 に つい て 労働 投 入関数 の パ ラメ タを 推定 す れば,第

1-7表(B)の 結 果 が得 られ る。

理 論 的 検 定 基 準1-2-Cに す べ て の産 業 が合 格 し,適 合 度 基 準 か ら も

一40一



 結 果 は 良好 であ る。

 ② 資 本 投 入 関数

  資 本投 入関 数 の パ ラメタ の推 定 と検定 を 齢 こな う。

  (ロ ー9)式 の 推定結 果 は(第1-8表)に 掲 げ る,検 定 基 準1-2-

 dを,全 産 業 が パ スす る こ とが 見 出 さ れる。 適 合度 基 準 か らみ て も 良好

 な結 果 と判定 で き る。

皿 タ イ プ皿 一1モ デ ルの推定 と検 定

 ① 労働 投 入 関数

  タ イ プ矼 一1,皿 一2,皿 一3の モ デ ル は タ イ プ皿 の労 働投 入 関数 を

 共 通 に使 って い る・ この 労働投 入 関数,Lm+Lf=αo+al Q に 澄 い

 て は 労働 投 入量Lm+Lfを 従 属 変 数,生 産 水 準Qを 独 立 変数 と して最

 ・」・自乗 法 で αo,α1の 推 定 値 を求 め る こ とが でき る。 実 際1-3表 に示

 した と診 り・鉱 業 を除 くす べ て の産 業 に 訟い て推定 結 果 は検 定 基 準 に合

 格 す る・ した が っ て,こ こで は,資 本 投 入関 数 の パ ラメタ を間接 推 定 す

 る こ とが 問題 と な るo

 ② 資本 投 入 関数

  労 働投 入 関数 にか ん す る検 定 に合格 した(鉱 業 を除 く)全 産 業 にっ い

 て,モ デ ル皿 一1の 均衡 方程 式 を

   (一 一1)wm-wfr-QC Lf(Lf+1)

 の形 に して,パ ラメ タCを 最 小 自乗 法 で 推定 す る。 こ こにCの 推 定 値

 estcは

                 el

 で あ り,ε1<0の 要 請 か ら,次 の検 定 基 準 を得 る。

   (バ ー3) est c>0 …… 〔検 定 基 準 II-1-a〕

 (バ ー1)式(均 衡 方程 式)の 推定 結 果 を第1-9表 に示 す。 不動 産,

 運 輸 通 信 の二産 業 が適 合度 規 準 に不 合 格 であ る。 製 造業 の 中 で は紙 パ,
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表1-8

モ デ ル1-2
     Lf(K-estβ1

     Lm
)=βo+β2Q

βo 2 r2

建 一693
.13 1.1595 (22.4) 0.971

製 932.09 1.2608 (40.4) 0.991

(1)食
一 6?

.19 0.7665 (19.0) 0.992

.

紡 623.08 1.3782 (43.0) 0.968

紙 一 27
.32 2.2012 ×38.0) 0.990

化 133.76 1.7917 (22.9) 0.972

一一 金 259.14 2.6152 C19.0) 0.960

金
一 28

.75 0.6173 (32.1) 0.986

(2)機 63.44 0.5818 (20.7) 0.966

(3)電 機
一  8 .66 0.8345 (14.5) 0.933

(4)輸 機 66.60 1.2791 (42.0) U.992

⑤他 一167
.54 0.9470 (53.3) 0.995

商 1201.04 0.4699 (32.3) 0.986

金 一328 .38 0.5559 (26.5) U.9??

不 一860 .43 0.8911 (12.1) 0.907

運通 969.10 3.0964 (15.9) 0.944

電 ガ水 714.49 6.3331 (83.4) 0.998

サ ー ビ 44.31 0.8503 (19.9) 0.964

      (1)昭39～44  (2) 30～44  (3)33～44

      (4冫 36～44     (5) 35～44

電 機,輸 送 用 機械 な ど合格 とは み な しがた い。

 均衡 方 程式 の検 定 を通 過 した とみ な さ れ る各 産 業 につ い て,さ らに

εoの 推 定 と検 定 をk・・eな う・

 この 推定 と検 定 は,資 本 の投 入 関数 に関 す る もの で あ る。 まずCの 推

定 値 か ら,資 本 の投 入関数 の パ ラメ タ ε1の 推定 値 を 求 め る・ す な わ ち,

(ノ丶一2)に:よ1り,

              ユ

  (バ ー4)  setε1=est c

             -42一



表1-9

均 1衡 方 程 式
(Lm_Lf・ ・t… 奇 一 ・・

_1 Lm
}

E1
r2 est ea

了了の最大値
r2

鉱 0.01351 0.7368
一 一 一

建 0.0297? 0.$779 25.85 7.81 0.0

製 0.21955 0.4675 9.62 2.33 o.o

食 0.26748 0.6968 5.7? 2.06 o.o

紡 2.06085 0.5195 2.15 0.58 0.0

紙 0.34798 o.o 一 一 一

化 0.06269 0.2516 一 一 一 一

一 金 o.02ia2 0.3716 166.34 11.32 o.o

金 0.Oi382 0.8975 15.09 6.80 o.o

機 0.02654 0.6918 36.16 10.13 o.o

電機 0.20111 o.o 一 一 一

輸機 o.oi70s o.i2s2 一 一 一

他 0.14302 0.8091 10.95 3.66 o.o

商 0.43642 0.8309 4.14 1.48 0.0

金 0.54141 0.4097 2.43 1.88 0.7154

不 0.00632 0.0 一 一 一

運 通 0.0244? 0.8740 164.09 7.50 0.0

電 ガ 0.00910 o.o 一 一 一

サー ビス 0.59616 0.8306 2.95 1.49 o.o

であ り,こ れ よ りε1の推定 値 を得 る。estε1を 資 本 の投 入 関数

  (バ ー5)  :Ln/Lf=εo+ε1・K/Q

に代 入 して移 項 す る と,

  (・ ・一6)Lm/Lf_(estε1)(K/Q)一 ・。

この式 の左 辺 は 既 知 であ るか ら,最 小 自乗 法 でεoが推定 で き る。

 εoに つ い ては第 〔4〕の(イ)項 で述 べ た検定 基 準(1-1-d)

  (一 一7)est・ ・>LmLf

             -43一



 が 充 足 さ れて い なけ れ ば な らない。 また(バ ー6)の 決定 係 数 が低 くて は

 な らないo(適 合 度 規 準)

               一1
 (バ ー4)に よる ε1(表 で は                )の推 定 結 果 は第1-9表に示 す。 ま               e

l

炯 表 か らわか る と齣(一 一7)の 齪 基 準 ・・>LmL
fは す べ て の産

 業 でみ たさ れ て い るが,(バ ー6)の 回帰 方 程 式 の適合 度 は,金 融 保 険

 業 を別 と して,検 定 さ れ たす べ て の産 業 で問題 に な らな いほ ど低 い。 す

 な わ ち,(ハ=6)式 は 系 統 的 な偏 りを もって い る こ とが示 陵 さ れ てい

 るo

  以 上 の 考 察 か らタ イ プ1【一1モ デ ルは金 融 保 険 業 を別 と して,す べ て

 の産 業 で 不合 格 とな る こ とが わ か るo

N タ イプII-2モ デ ル の 推定 と検定

① 労 働投 入 関数

  労 働投 入 関数 は タ イプ ∬一1と 共 通 であ る。

② 資 本投 入 関数

  この型 の モ デ ル の労 働投 入 関数 は,∬ 一1と 共 通 であ るが,資 本投 入

関数 の形 が(一 一1)挫 一 δ・(KQ)δ1で あ るた め・ 均魴 程 式 は・

             1    _   1

  Wm-Wfr一_18SI Qb'1ｰLf(LmLf)81 Lm+LfLm

の形 になってい るoこ れ を変形 して

   (一 一2)Wm-Wfr/{含 嚇+1)}=D・(LmLf)D1

と し,最 小 自乗 法 でDoとD1の 推 定 値 を求 め る。

  こ こにDoとD1の 推定 値 は,                     1

   (一 一3)・ ・tD・一・・t(_1S1δ ・ δ1,)

                81

で あ る。 した が って,δ1<0か ら

     estD1<0 … …検 定 基 準 1【一2-a

              -44一



表1-10

 モ デル 皿一2  均 衡 方 程 式

i
         一

1・9(一 読 δ・ δ・)
  1
-

  S1
rr

鉱 一2
.7617(4.4) 1.9670(3.0) 0.3311

建 一 〇
.2460(1.3)

一一〇.5951(2.5) 0.2465

製 一1 .3936(27.3) 3.5969(21.?) 0.9670

食 一〇.5041(24.3) 0.5745(5.8) 0.6730

紡 2.0304 ×12.6) 7.15:16×11.9) o.sy74

紙 一一〇.9636(12.3) 3.1236(10.6) a.s742

化 一3 .0963×12.5) 5.1051(10.0) 0.｣3602

一 金 一 〇・8309(4・4) 0.069FilO.3) 0.0

金 一一1
.2942(10.1) 1.2568(6.8) 0.7394

機 一〇.8652 (6.6) 0.1332(0.9) o.o

電 一〇.6907(10.2) 11648(5.3) 0.628?

輸 一2
.1004 (14.6) i.397g(9.0) 0.8321

他 一一一〇
.5860(18.0) 0.3187(4.a) 0.4984

商 一〇.4908 (12.7) 2.3916(7.?) 0.7842

金 一 〇.0254C1.7)
一〇.6543(8.6) 0.8215

不 o.0084(o.i)
一3 .5426(]8.1) 0.9534

運 一1
.6218(4.4) 1.0130(2.2) 0.1999

電 ガ 6.4905(2.1) 一7 .'7383(2.5) 0.2389

サ 一一〇.0225(0.5)
一1 .0481(2.G) 0.2664

   est Do>0  …… … 検 定 規 準 1[一2-b

が要 請 され る。

(ニ ー2)式 の推 定 結 果 は第1-10表 に掲 げ る。検 定 規 準1[一2-aを 充

足 す る産 業 は金 融 ・保 険 業 だけ で,他 は す べ て 不合 格 とな る。(鉱 業 は

労 働投 入関数 の検 定 で す で に不 合 格) 合格 産 業 で あ る金 融保 険 業 だ け

に つ い て,δ1の 推 定 と δoの 推 定(澄 よび規 準 皿一2-bの 検定)を 齢 こ

な うo
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 δ1の 推 定 値 は(ニ ー4)か ら,

   est 81=1est D1

で求 め ら れ る 。 こ れ を(ニ ー3 、)に 代 入 して,

est D。 一 一estD18。 一e・t叫

ゆえ に
             

・stδ ・一一 〔」 幽  estD
1〕est D1

 で δoの 推定 値 が求 め られ る。

  推定 値 はestδo=1.749,estδ1;1.529で,検 定 規 準 皿一2-bは

 み 九 さ れ て い るo,

  しか し,最 後 に,soと δ・1の推定 値 を資 本 投 入 関数 に代 入 して,適 合

 度 検 定 を わ こな うとr2=α0 とな って,検 定 に 不合 格 とな る。

、以上 の擦 か ら啓 イプト2の モデ ・レの妥孳 る産業 睦 っ も見 出

 す こ とが で き ない,と い う帰 結 を得 るo,

V タ イプ∬ 一3の モデ ル の推定 と検 定

0労 働投 入 関数

  労 働 投 入 関黎 はII-1,耳 一2 と共 逼 であ る。

 ② 資 本 投 入関数

  資 本 投 入関数 が

   (ホ ー ・)K一 β。+LfQI Lm+か, Q

 であ るか ら,均 衡 方程式 は,

   (ホ ー2)Wm-wf=Er ・(Lf+LmLm)

 の形 に な るo

  最 小 自乗法 でEの 推定 値 を求 め る。 た だ し,

   (ボ ー3) est E・=estβ1

 であ るか ら,β1>0に よ り

一46一



  (ボ ー4) estE>0  … …検 定 規 準 皿一3-a

をみ た さね ばな らな いo

 (ホ ー2)式 の推 定 結 果 を第1-11表 に示 す。 検 定 規 準 皿一3-a

は 鉱 業 以 外 はす べ て み た し てい 為。(鉱 業 は す でに 労働 投 入 関数 の検 定

で不 合 格 と な っ てい る)'し か し,決 定 係数 か ら明 らか な と澄 り,大 分

類 ベ ー ス では全 産業 が均衡 方程 式(ホ72)6適 合 度 規 準 か らみ て 不合

格 となる。

 大分類製造業 の うち中分類食料品産 業 だけ が適合度規準 の検定 を通過

す る。 したが って これについ てだけ,資 本投 入関数 の推定 乏検定 を齢 こ

な うo

 資 本投 入 関数 の 推定 と検定 の手 続 は つ ぎの と診 りで あ る。 まず,

(ボ ー3)でQ1が 求 め られ る。 これ を資 本投 入関 数 に代 入 して 移項 す

れ ば,

  (ホ ー5)K一(est E)(LfLm)一 β・+β ・Q

とな るか ら,βoと β2を 最 小 自乗 法 で推定 す れ ば よい。

   β2>0に よって

   estβ2>0 … … …検定 規 準 ]1-3-a

でな け れ ば な らな い。 また,(ホ ー5)の 回帰 方 程式 の推定 に 澄い て決

定 係数 が低 くて は な らない(適 合度 規 準)。

 推 定 の結 果 か ら,

   est Qo=一180.8    est Q2=0.9315

を得 る。 規準 皿 一3-aは 充 足 さ れ てい る。

決 定 係数 はr1-0.978 であ り,適 合度 検 定 に も合 格 す る。

 以 上 の分 析 か ら,タ イプII-3の モデ ルは,食 料 品産 業 に つい でだ け

す べ て の検 定 に 合格 す る こ とが わか る。
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表1-11

 モ デ ル 皿一3 均衡方程式

β1 r2

鉱 406.02 0.8579

建 1431.63 n.o

製 60U6.03 0.0

食 507.68 0.4653

紡 335.27 o.o

紙 223.77 0.0

化 427.28 o.o

一 金 700.31 O.U

金 407.77 o.o

機 492.41 o.o

電 301.40 o.o

輸機 500.59 0.0

他 1545.56 o.o

商 2802.45 o.o

金 1111.94 o.o

不 66.16 o.o

運 1674.00 0.0

電 474.03 0.0

サ 3486.69 o.o
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第1-13表 産業別各種 モデルの検 定結果の ま とめ

モデル

  タイプ産 業 1-1
  . 1-2 皿 一1 皿 一2 皿 一3

鉱   業 X X X X X

建   設 U U X X X

製   造 X U X X X

食料品 X U X X U

紡 織 X U X X X

紙 パ X U X X X

化 学 X U X X X

一 次金 X U X X X

金 属 X U X X x

機 械 X CU X X X

電 機 X U X X X

輸送機 X U X X X

他 X U X X X

商   業 X U X X X

金融 保 険 0 0 0 U X

不 動 産 U U X X X

運輸通 信 X 0 X X X

電ガス水道 X U X X X

サ ー ビ ス U U X X X

合格 し たモ デル  ○

不 合格 の モ デル  ×

〔5〕 労 働 需 要 モ デ ル の検 定 結 果 の ま とめ

 5種 の 労 働 需 要 モデ ル1-1   ,五 一3の 検 定 結 果 を一 表 に ま とめ れ

ば,第1～12表(A)～(E)澄 よび1～13表 の よ うにな る。

 各 産 業 に普遍 妥 当 であ る とい う点 で,モ デ ル1-2が 圧 倒 的 に 良好 な成 績

を澄 さ め てい る。 この タ イ プは,鉱 業 を除 く全 産 業 に つ い て,検 定 に合 格 し

て い るo
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 ほ か に,タ イ プ1-1が 建 設,金 融 保 険,不 動産,サ ー ビス の各産 業 で,

タ イ プ 皿一1とII-2は 金 融 保 険 業 だ け に 誇い て,合 格 し,11-3は 製 造 業

中 の食 料 品 で合 格 す るに と ど ま って い る。

 少数 の産 業 で,タ イプ1-2以 外 の モデ ル(生 産 関数)も ま た妥 当す る と

い うこ とは,そ れ らの産 業 の技 術 的特 性 を示 す もの と考 え られ る。 しか し,

ここ.では,男 女 労働 力 の限 界代 替 率 の産 業 間 比 較 等 を澄 こな う上 か ら も,各

産 業 に対 す る普遍 妥 当性 で圧 倒 的 優 位 にた つ1-2タ イ プに 考 察 を限定 す る

のが,適 当 で あ る と考 え られ る。 した が って,以 下 の分 析 では も っぱ ら1-

2型 の モ デ ル に依 る。

〔6〕 労 働 需 要 モ デ ル(タ イ プ1-2)の パ ラ メ タの 推 定 値 の精 練

 前項 ま で の 考察 に よ り,タ イ プ1-2の 労 働 需 要 モデ ルは鉱 業 を除 く全 産

業 に つ い て 検定 に合 格 す る。 した が って これ らの産 業 に つい て タ イプ1-2

のモ デ ル を採 択 す る の が適 当 であ る。

 と ころ で,各 種 タ イプ の労 働需 要 モ デ ルの パ ラメタ の推定 値 は 以 下 に述 べ

る理 由 か ら,み な,第1次 近 似 的 な性 質 の も のであ る。 採択 さ れ たタ イ プ1

-2の モ デ ルの パ ラ メタ の推 定 も,こ の点 で 例外 では ない。 基 本 的 な理 由は

構 造 パ ラメ タを 間接 推 定 す る と き,通 常 の 構造 推 定 方 式(連 立 推定 方式')を

適用 で きな か った こ とに よ る。教 科 書 的 な 構造 推定 方 式 が適 用 で きない の は

需要 モデ ルが個 有 の非 線 型 体 系 に な って い るた め であ る。 この た め・ た とえ

ば均 衡 方 程 式 は誘 導 形 方程 式 で は ない がそ の パ ラメ タの推 定 を直接 に最 小 自

乗法 で 推定 し,こ の 推定 値 か ら逆 算 して生 産 関数 の パ ラメタ を決 定 す る とい

う方法 が と られ てい る。

 この よ うに して 決定 され た パ ラメタ は,第1次 近 似 値 とみ なさ れ るか ら,

これ を初 期 値 と して,各 パ ラメ タ に微 調 整 を加 え精度 を高 め る操 作 が 論 こな

わ れ た。 そ の手 続 は 以 下 の通 りであ る。

 タ イ プ1-2の モデ ル のパ ラメ タの初 期 値(第1一?表,1-8表)を,

α鑑,α 呈,bO,β8,β?・Ro2と す る。 ～二れ を 代 入 す れ ば,モ デ ル1-2

                -52一



に よる構造方程式体系は

  1)Q-b・LmαmO LfαfO

  2)K=Qo+Qi Lm+Q2 Q

3)融 一 籌+(  0αm   十1  U
αf)or 1QIWfLm

とあ ら わ さ れ る・ こ こ に ・Q,Wm,Wf,rは 外 生 変 数, Lm,Lf,K は

内 生 変 数 で あ る。

任 意の鞭tの 外生変数 を与 えれば,当 該鞭 の内生変数 の値 tLm,

Lft,Ktが1)2)3)の 解 と して 決定 さ れ る。 この ばあ い 鯀 は非 紲 で

あ るか ら・ 解 を解析 的 に得 るの は 困難 であ り,電 算 機 に よ って数 値 解 を計 算

して求 め る。

 t年 度 の観 測値(実 績 値)をLtm,Ltf,Kt と して両 者 の 差 の平 方 和,

  V2=t(nLm-Lm)・+(Lき 一 金ft)・+(Kt_Kt)・

をつ く り,こ れ のt=1… …,T(観 測 期 間)に つ い て の和

t塁1v礁(nLm-Lm)2+Tt=1(Ltf-nLt+Tt=、(Kt_Kt)・

を求 め る。

 nt   AtT      〈t L
m,Lf,Kは ・い うま で もな ぐ,使 用 さ れ た構 造 パ ラメ タ αm,αf,

b,βo,β1,β2の 数 値 に依存 す るか ら ΣV亀 は(所 与 の観 測 値' 一1127,

Ltf,Kt の も とで)構 造 パ ラメタ の関 数 で あ る。

FVt鹹 少 禍 よ うに・ パ ラメタ の初 期 値 に変 化 を与 え,

  α塩+△0`xm≡(1)am,α 警+△ α睾≡ α(}),b・+△b・ ≡b(1)

  β8+△RoO≡R(iO), Qｰ+△Ro=Q('), Ro2+△Qo2≡Q21)に よつて

パ ラメタ の第2次 近似 値 を求 め る(△ α盡 ,△ Oo f,△bO,△ β8,△ β?,

△Qｰzは 与 え た 変化)・ 同様 に し備3次 ・ 第4次 近 似 等 を求 め,ΣV亀

が極 」・厰 る よ うな パ ラメタ の値 α廻,α 魁 甜 β1切,識QZn)を もっ
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て推 定 値 とす る。

以 上 の手続 き で精度 を向上 ぜ しめた パ ラメタ の値(最 終 値)を 第1-14

表 に掲 げ る。

表1-14

パ ラ メタ の収 束 値

 モ デ ル1-2・

労 働 投 入 関 数 資 本 投 入 関 数

b am of βo β1 r2

建  設
 一5
10 2.3102 0.1738 一690 .83 93.93 1.1595

製 造 10-10 2.9154 0.8473 932.09 2079.38 1.2608

食 品 10 4 1.6252 1.2259 一409
.01 511.12 1.1005

紡織 10-25 4.9080 4.6381 623.47 76.71 1.3773

紙 パ 10-5 2.4387 0.9334 一 29
.8? 123.?4 2.1951

化学 10 10 4.2578 0.8256 133.76 113.92 1.7917

一 金 10 3 2.2756 0.2234 251.67 573.52 2.6013

金属 10-4 2.2928 0.3300 一 29 .46 207.46 0.6549

機械 10-3 2ユ166 0.2076 59.39 214.88 0.5673

融
 一410

2.0982 0.8023 123.28 166.29 0.7998

輸機
 一g10

4.1443 0.5036 91.65 556.42 1.2601

他 10-10 3.2778 1.1094 一270 .19 1065.00 1.0196

商 業
1013 3.1610 1.6714 1202.99 1229.41 0.4705

金 保
 一410

1.9037 0.9014 一356 .45 488.79 0.5576

不動産
 一210

0.3700 0.0765 一860
.38 20.06 0.8960

運 通
 一410

2.2458 0.2299 969.10 381.25 3.0964

電ガ水
10 11 5.8121 0.3973 714.77 69.86 6.3334

サ ビス 10-5 1.8874 0.7848 一 80 .69 527.81 0.9079
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〔7〕 鉱 業 の労 働 需 要 モ デ ル の 設 定 と検証

 (D 鉱 業 の労 働 需要 モデ ル の設 定

  タ イ プ1-2の 生 産 関数 は,全 産 業 部 門 に つい て 良好 な結 果 を与 え る こ

 とが示 さ れ た が,鉱 業 につ い ては 例外 であ ったoそ の他 の皿一1,皿 一2,

 皿一3,澄 よび1-1の タ イ プの生 産 関数 もま た,鉱 業 に は妥 当 しな い こ

 とが知 られたo

  鉱 業 部門 に 澄い て は,観 測 期間(昭28～44年)を 通 じて,固 定 価格 表

 示 の生 産 額 は2.6倍,資 本(固 定 価格表 示)は7.8倍 に増 加 して い るの に:

 対 して労 働 投 入(人 員数)は 男 子 で0.45倍,女 子 で0.52倍 と,か え っ

 て減 少 して い る。 生 産 の拡 大 と雇用 の減 少 が 同時 に 論 こ り,資 本 と労働 の

 間 に,鉱 業部 門 を全 体 と してみ れ ば,顕 著 な代 替 が生 じた。 形 式的 にい え

 ば,タ イ プ1-1,… …1-3, の 生産 関数 が鉱 業 部 門 に妥 当 しな か った

 のは,こ の事 実 と密 接 に関連 して い る。

  もち ろん,こ の観 測 期間 を通 じて,1-2型 の生産 関 数 が,鉱 業 の部 門

 よ りさらに細 分 化 した レベル(例 えば 事 業 所 レベル)に 齢い ては妥 当 しなか

 った とは 断 じ られ な い。 な ぜ な ら,「 部 門 」単 位 で観 測 さ れ る労 働 と資 本

 の代 替 は,比 較 的 に 労働 集 約 的 な事 業所 の閉 鎖 と比 較 的 に資本 集 約 的 な事

 業 所 の拡 大 の結 果 と して生 じた とい う可 能性 が大 きい。 そ して,各 個 の事

 業 所 単 位 に依拠 す れ ば,1-2型 の生 産 関数 は,鉱 業 にお い て もな 齢妥 当

 す るか もしれない か らであ るo

  しか し,部 門単位 の モデルを保持 しようとするか ぎり,1系 統 澄 よび】1

 系統 の生産関数 ではな く,労 働 と資 本に関 して代 替的 なタ イプを設定す る

 必要 があ るo

  ただ し,同 一 の労働配置人員 と同一 の設備の もとで,男 子澄 よび女子 の

 構成比(一 般 的にいえ ば,労 働 の質 的構 成)が 変 れば,性 別 を無 視 した1

 人 当り生産性(一 般的 には,質 的構成 を無視 した1人 当 り生産性)は 変化

 するこ とを考慮 する必要があ る。
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 した が っ て,以 上 の要 請 をみ た す型 と して は,

  鉱1-1)Q=G(:L,K, X),

  鉱1-2)aQa L>・

  鉱 ・一3)aQa x>・  .

  鉱 ・一4)aQax>・

が考 え られ る。 ここ に,:Lは 質 的構 成 を無 視 した配 置 人 員合 計 であ り,こ

こで の問 題 に則 してい え ぱ,

  鉱2)L≡Lm+Lf

であ る。Xは 質 関数 を(3-3;P.17)に 特 定 化 す れ ば,

  3-3)X-Lm
       Lf

で あ らわ さ れる。( 鉱2)(3-3)を 考慮 す る と(鉱1-1)は,

鋤Q-G((Lm+Lf)・LmK'Lf〕

の 形 に な る 。(鉱1-2),(鉱1-3),(鉱1-4丶)を 充 足 す る 関 数 と し て,

( 鉱1')を ベ ル ヌ イ ・ ラ プ ラ ス型,す な わ ち

  (鉱1〃)Q-b(L+C1)α(K+C,)β(L笂m)「

に 特 定 化 す る。 こ こ にb,α,β,r, C1, C2は パ ラ メ タ で あ り,

   b>0,α>0,β>0,r>0

が 要 請 さ れ るo

 生 産 費Cは,

  (,鉱3) C=WmLm+Wf Lf+rK-dKノ ー1-rK.1

で定 義 さ れ る。(鉱1")に 論 い て,生 産 量Qを 所 与 と して(鉱3)を

最 小 にす る条 件 は,

  (鉱4)1Wm(鑰)Q一_1Qwf(辯)Q一__1Q r(器)Q-Q

であ る。 この 式 の は じめ の2つ の項 か ら

(鉱5>(Wm-1Wf)Wf諤 覊L
m十 一÷ 一÷C1士
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が導 か れ,お わ りの2項 か ら,

(鉱6)K一 妥 酔LmL
mγ}一C,

           L+CI a

が導 か れ るo

 労 働 需 要 モデ ルは,,(鉱1"),(鉱5)お よび(鉱6)式 か ら構成 さ

れ る・ これ ら3個 の式 をLm,Lf論 よびKに つ い て連 立 と して解 け ば,所

与 の生産 量Qの も と に澄 け る男 子 論 よび女 子 労働 に対 す る需 要量 澄 よび資

本 に対 す る需 要量 が求 め られ る。

(II)パ ラメタ の推定 と検定

 限 界生 産 力均 等 方程 式 か ら得 られ た( 鉱5)式 を変 形 す る と,

  7一.・)(wm-Wf)Lf LmWfLf+WmLm-A1+A2(Lm+Lf)

が導 か れ る。

鉱7-2)Al≡ 著q

鉱7-3)A,_ra

で あ るoα>0,γ<0 よ り,

鉱7-4) A2>0

が 要 請 さ れ るo

鉱7-1)の パ ラ替A1・A・ の最 柏 乗 法 に よ雛 定 値 ・stAlζ

estA2を 求 め れ ば,

鉱8一 ・)・ ・t(診 一 一estA2

鉱8-2)・ ・tC1-est Aloe,t A2

に よ ってr'aとC、 の推 定 値が 求 め られ る。 この ときA,の 雛 値は

(鉱7-4)を 充足 せね ばならない。 これが 一 つ の検 定 基 準 とな る。 も う一 つ

の要 請 はC1の 推定 値 にか ん す る もの であ り,生 産 関数(鉱1")の 性 質

か ら,

   Lm+Lf+C1>0

               -57一



:又は Cl>一(Lm+Lf) でな け れば な ら.ないo

す なわ ち,

 .鉱8-3) estC1>一(:Lm+Lf)

ま た は,estA1, estA2 に か ん して 書 け ば,(鉱8-2)と(鉱8-3)か ら ・

鉱8-3')estA1る 、tA2>一(Lm'+Lf)

が 要 請 さ れ る。

次 に,脚 一・),(鉱8-2)で 求 め られ た ・・t(診 とestC1を(鉱6)

式 に代 入 す る と,

鉱9一 ・)K一 斜m L
m Lm  }一 ら

              L+(est Al/estA2)+est A2

を得 るoこ こで,

鉱9-2)B14

 鉱9-3) Bo≡ 一C2

と か け ば,(9-1)は

鉱9-4)K-WmB1{r  LmLm   }+B・
                        +estA2              1

,+(est Al/estA2

と な る 。 右 辺 の括 弧 の 中 はLm,Lf,Wm, rの 観 測 資 料 とest A1,

estA2で あ る か らす べ て 既 知 であ る。 した が っ て,(鉱9-4)のB1と

Boの 推 定 値est B1, est Bo を 最 小 自乗 法 で 求 め る こ とが で き る。

(鉱9-2),(鉱9-3)か ら,

鉱1・ 一1)es÷estB1

 鉱10-2) estC2=一est Bo

に よ ってQ'aとC・ の推 定 値 が求 め られ る・ 舳 ・(鉱11)式 において

K+C2>0が 要 請 さ れ 『る か ら, estc2は

  (鉱9-5) estc2>一K

を 充 足 せ ね ば な ら な い 。
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以 上 で,Q,r,C1組 びC,の 働 ・推 定 さ れ る。 αの 推 定 値 は 次 の
     cr   a

手続 きで求 め られる。

(鉱1")式 をかきなおせば,
                    旦    r

  (鉱11-1)Q=b{(:L+C1)(K+C2)α(:Lf/Lm)α}α

この 式 のC1,C,4凌 を推 定 値 で瀦 か え,

  (鉱11-2)Q-b{〔L+(estA1/。,tA,)〕 〔K+(一 ・・tB。)〕estB1

            (Lf/Ln,)一estA・}α   層

を得る。右辺の括弧の中はすべて既知であるから,

  (鉱11-3)1・9Q-1・gb+α1・g{〔L+(estA%,tA,)〕

            〔K+(一est B・)〕est B1(LfLm)一est A・}

に最小 自乗 法 を適 用 して,10gbの 推 定 値 と,α の 推定 値estα を求 め

る こ とが で きる。 β と γの値 は,

  (鉱12-1)(est暑)(estα)一 ・・tβ

  (鉱12-2)(・ ・t者)(estα)一estγ

に よ っ て,求 め られ る。

 (鉱7-1)式 の パ ラ メタ を 推 定 す る と,

  (鉱13-1) estA1=3.999

  (鉱13-2) estA2=0.0418

を 得 る 。 決 定 係 数 は0.972で あ る◎ 結 果 は 条 件(鉱7-4)を 充 足 して い

る。 こ れ よ り,(鉱8-1)に よ っ て,

  (鉱14)・ ・t(者)=一 〇.・4・8

(鉱8-2)に よって,

  (鉱15)・ ・tC1-estA1/e、tA,一95.7666

こ の結 果 は条 件(鉱8-3)を 充 足 して い る。(鉱15)と(・ 鉱13-2)を(鉱9-4)
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に 適 用 し て,

  (鉱16-1) est BI=1。3092

  (鉱16-2)est Bo=_717.342

を 得 る。 決 定 係 数 は0.801で あ る。(鉱9-2)(鉱9-3)に ょ っ て,

  (鉱17一 、)est」 色 一113・92         a

  (鉱17-2) estC2=717.342

(鉱17-2)は 条 件(鉱9-5)を み た して い る。(鉱13-2),(鉱15),(X16-

1),(鉱16-2)を(鉱11-3)に 適 用 して,log bと αの 推 定 値 を 求 め る と,

  (鉱18-1)estα=2.0559

  (鉱18-2)est(10gb)=一11.4295

と な る。 決 定 係 数 は0.711で あ る。(鉱18-1)と(鉱17-1)を(鉱12-

1)に 代 入 し て,

   (鉱19)estβ=2.692

(鉱14)と(鉱18-1)を(鉱12-2)に 代 入 して,

   (20)  est Y=一 〇.086

が 求 め ら れ る。

 推 定 の結 果 は,モ デ ル の 検 証 基 準(鉱7-4),(鉱8-3)澄 よ び(鉱9-5)を

充 足 し て お り,適 合 度 基 準 もみ た さ れ て い る とい う意 味 に 澄 い て,ラ プ ラ

ス.ベ ルヌイ型 の生鹸 数 をふ まえた質 男I」労働需要 モデルは鉱業部門 に妥

当 す る とい え るo
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§3.労 働需 要機構 め数量 的特 性

〔1〕 男 子 労働 と女 子 労 働 の 限 界 代 替率

 (i)労 働 需 要 モデ ル1-2の パ ラ メタ の最 終計 測結 果 を用 い て,男 子 労働

 と女 子 労働 の限 界 代替 率 す な わ ち,男 子1単 位 を減 少 させ た とき,所 定 の

 生 産 水 準 を維 持 す るた め に必 要 な女 子 労働 の増 分 を求 め る ことが で き る。

  限 界 代 替率 は,1-2タ イプ の生 産 関数 に お い ては 男子 と女 子 の組 合 せ

 のあ り方 い かん に よ って変 る。 したが って,所 定 の生産 水 準 を達 成 す る た

 め に必要 な,費 用 極 小 の男 ・女 労働 力 の組 合 せ 状 態(主 体 均衡 図 式 に 澄け

 る均 衡 点)で の限 界 代 替 率 を求 め る。 た だ し,代 替 に あ た っ て所 要 資本 の

 充 足 は 澄 こな われ る もの とす る。

  労 働需 要 モデ ル が現 実 の よい近似 で あ るな ら,費 用 極 小 点 に診 け る限 界

 代 替率 は,任 意 の年度tに 澄い て現 実 の男 ・女 労 働 力 の組成 状況 の も とで

 の限 界代 替 率 の値 であ る とみ る こ とが でき る。 モデ ル1-2は,検 定 の 澄

 よぶ か ぎりで・ 現 実 の よい近 似 とみ なせ るか ら,以 下 に求 めた数 値 は,こ

 の意 味 で観 測 値 近傍 に おけ る限 界代 替 率 の良好 な近 似 値 とみ て よい と考 え

 られ る。

  費 用最 少 点(均 衡 点)で の限 界 代 替率 を求 め る一般 的手 続 きは 次の と澄

 りであ る。

  労 働投 入 関数 は一 般 的 に書 い て,

  限 一1)Q=f(:Lm,Lf)

 費 用 の 定義 式C=Wm:Lm+Wf Lf+rK(K.1の 項 は所 与 であ るか ら

 省 略す る)に 資 本 の投 入関数K=K(Lm,:Lf,Q)を 代 入 す る と一 般 に

  限 一2)C=φ(:Lm,:Lf,Wm,Wf,r,Q)

 とあ らわ され るo

 (限 一1)式 の制 約 の も とで,(限 一2)を 最 小 にす る。 す なわ ち,λ を

 未 定 乗数 と して,
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 F=φ(:Lm,:L f,Wm,Wf,r,Q)+λ 〔Q-f(Lm,:Lf)〕

とお き,

総 一∂∂爰 一・ を求めると・加重限界生産力均等式

限一3)畿/藷 一畿/of8Lf

を得 る。左辺 分子は男子 労働 を1単 位追 加雇用 した ときの費用増加分,す

なわ ち男 子労働の・限界費用であ り分母 は女 子のそれであ る。右辺 は男子労

働 の限界生産 力 と女子 のそ れの比 であ る。 均衡 点 におけ る限界生 産力 の 比

は,次 の関係,

限 一4)一(∂ofLm/∂ofLf)一 艦)Q=,。n、t

            Q二const

に よって 均衡 点 で の限 界代 替 率 にほ か な ら ない。

1-2タ イ プ のモ デ ルに:つい て,均 衡 点 での男 ・女 労働 の限 界 生 産 力 を

(限 一4)式 か ら求 め るoす なわ ち(L-1)式(P・24頁)か ら

of

8Lm-Qofam Lm aLf一 αf含(Q;一 定)

を得,(限 一4)に 代 入す れ ば,

(dLfdLm
Q一_一 一 蓋

～二の関 係 か ら昭 和2& 36,44年 の各 年 度 につ い て求 め た男 女 労働 力 の

限 界代 替 率 は(2-1表)の と澄 りで あ る。

な診,所 与 とさ れ る生産 水準 は,そ れぞ れ の年度 の水 準 であ るo

 た とえ ば 製 造 業 に澄 い て,男 子 労 働1単 位(人)を 減 少 せ し:めた とき,

各 年 の生産 水 準 をそ れぞ れ一 定 に保 つ ためVCは,昭 和28年 では女 子1.47,

36年 では1.69,44年 では1.89(単 位,人)を 増 加 せ しめ る必 要 が あ

るo

 この よ うにす べ て の産 業 で,限 界 代 替率 は上 昇 傾 向 に あ る。

(限 一3)式 を み れ ば わか る と澄 り,右 辺 の限 界 代 替 墨 の上 昇 は,左 辺
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2-
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・
限
界
儲
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年

7  9  3  4  1  0  4  4  0  7  1  2  6  5  1  2  5  0

4 0  8  2  0  6  9  6  7  8  6  3  5  6  9  6  5  6  9

4 2   1   1   2。  1   1   1   1   1   1   1   1   1   1   2   1   1   1

年

1  9  5  1  9  6  6  6  6  6  3  8  2  2  2  3  1  0

6 2  6  8  0  4  6  2  4  5  5  0  1  4  3  0  5  5  9

3 2   1  α   2   1   1   1   1   1   1   1   1   1   1   2   1   1   1

年 6  
7  5  4  0  4  2  2  1  9  8  1  8  2  5  0  7  7

8 7  4  6  8  2  5  0  0  0  7  6  8  2  1  3  3  6  6

2 1  1  α   1  1  1  1  1  1  α  α  0   1  1  1  1  1  1

設 造 品 織 パ  学 金 属 械 機 機    業 保 産 通 水  ス

食 紡 紙 化 款 金 讐 輸

他

 動 ∴

建 製                   商 金 不 運 電  サ

表
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男
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賃
金
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子
賃
金
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0 0 9 0 9 2 
5 5 7 02 2。 2. 2。 幺 幺 2 a 2 2 1 2。 上 2。 幺  L L a

碑3

8  0  9  0  1  6  9  8  6  8  0  7  2  8  8  8  2  97 5 5 
5 6 2 1 0 
1 2 2 1 
1 1 6 7 7 
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昨2
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2 0 0 0 4 0 1 
2 1 3 6 
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他
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(男 子 労 働 と女 子 労働 の限 界費 用 の比)に 澄い て,女 子 労 働 の 限 界費 用 が

相 対 的 に:低下 した こ とに よ っ てい る。 か りに労 働 の限 界費 用 が賃 金 だ け で

あ る な らば,(限 一3)の 右 辺 の限 界代 替 率 の上 昇 は,相 対 賃 金 の動 き と

矛 盾 す る よ うIBC見え る産 業 部 門 が多 い。 とい うのは,女 子 の 男子 に対 す る

相 対 賃 金 は 上 昇傾 向 にあ る産 業 が 多 い か らで あ る(第2-2表)。 女 子 労

働 の限 界 費 用 は,し か し,こ こに設 定 さ れ た 労働 需 要 モデ ル にお い て は,

賃金 の ほか,資 本設 備へ の限 界 支 出(資 本 の限 界 費用)に も依存 して い る。

一 定 の生 産 水 準 の も とで,女 子 比 率 を上 昇(男 子 を女 子 で代 替)せ しめ る

には,資 本投 入 関数 の計 測 結 果 をみ れ ば明 らか な と澄 り,資 本 設 備 へ の支

出 を避 け難…い 。 この女 子 労働 投 入 に伴 う所 要 限 界資 本 費 部 分 が低 下 して い

る ので,女 子 の相 対 賃金 は 上 昇 した に もか か わ らず,女 子 労 働 の限 界 費用

は,男 子 労働 のそ れ に比 べ て 相対 的 に低 下す る こ とに な り,こ れ が限 界代

替 率 を上 昇 せ しめ た の であ るo

 以 上 を式 の形で述べれば次の よ うにな る。(限 一4)を(限 一3)に 代 入 して,

   (イ)一dL%Lバ 絵 濃

を得 る。 す な わ ち,女 子 労 働 の男 子 労働 に対 す る限 界代 替 率 は男 子 労働 の

限 界費 用 と女 子 労働 のそ れの 比 に等 しい。

 (限 一2)の φは,く わ し くか け ば,

   (ロ)C≡ φ=Wm:Lm+Wf Lf+r・9(Lm,Lf,Q)

で あ る。 た ぼし,gは 資本 投 入 関数 であ り,

   ←→K≡9一 β・+β1{盖+β ・Q

こ こで,か り に,所 要 資 本量 に対 して,性 別 労 働 構成 が影 響 しな い(β1

一 ・)な らば・(・)か らあ き らか に・ 鵡 一Wm ・ 謡 一Wf・ す な わ ち・

男 ・女労働投 入 の限界 費用 は男 ・女賃金 率 であ り(イ)は

   _dLfedLm-Wm,/Wf

の形 にな る。 か りにこれが成立 するなら,女 子賃金 の相対的上昇 は必然的
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に 一L%Lmを 低 下 させ る・ しか し・ 資 本 の投 入 関 数9がLfん
mの

関数 であ るた め に・ φはLm,:Lf に かん す る非線 型 関 数 にな り,男 子,

女子 労 働 の限 界 費 用 は,

   ∂acLm=∂ 笠 一Wm+・ 鑑

   ∂acLf一 ∂讐 一Wf+・ ・∂ag'Lf

の形 に な る。 した が って,(イ)の 右 辺 に これ を代 入 す れば,

   一dLf/dLm(Wm+・ 絵)/(Wf+・ 鑑)

を得 る・ すなわち,WmバVfが 低下す る とき,こ の式 の右辺 が低下す ると

は限 らない,こ れに,の を適用す れば,

               Lf

   -dLf/dLm-Wm一 「β1≒孟

          Wf+rQlLm

を得 る。 観 測 期 間 を通 じて・ 多 くの産業 で,Wm/W fが 低 下 した に もか 丶

わ らず・ この式 の右 辺 の 分子 は 増 加,分 母 は 減 少 して 右 辺(2-1表)の

値 は 増 加 す る ことに な った。 この事 実 が,こ れ らの産 業 で の女 子 労 働 の男

子 労働 鯏 す る限界 儲 率_dLfaL
mの 上 昇 と照 応 して い るの であ る。

 この よ うに・ 女 子 の相 対 賃金 の 上昇 と女 子 の男 子 に対 す る 限 界代 替 率 の

上 昇 とを・ そ して女子 労 働 比率 の上 昇 とを並存 せ しめた 因子 は,女 子 と男

子 の労働投 入に対す る限 界資本費 一・β1葦 「と ・QI Lmと であ る・

 観 測期間 を通 じて女子 労働 の限界費用 が女子 の賃金 とは反対 に,男 子 の

それ に対 して相対 的に低下 してきているので,男 子労働1単 位 の置換 に必

要な女子数 が次第 に より大 き くな るような,そ うい う生産 プロセスが(各

年 の所与 の生産 水準の も とで,費 用最小 の生産方 法 として)選 択 され る傾

向があ る。
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 また,限 界代 替 壅 が 限 界生 産 力 の  2-3表 限 界代 替 率(鉱 業部 門)

逆 数 であ る こ と〔(限 一3)式 〕を 考慮  28年   36年  ・ 44年

す れば,女 子 の 限 界 生産 力 は,男 子 _3.335 _2.55g _2.275

の そ れ に比 べ て,次 第 に相 対 的 に低 下 し,そ の較 差 は拡 大 して きてい る こ

とが わか る。 この現 象 が,生 産 工 程 の機 械 化 と共 に生 じた とい う事 実 を ふ

まえ る と,機 械 化 は 女子 の 限 界生 産 力 の男 子 の そ れ に対 して の 相対 的 劣 位

化 を進 行 させ た とも いえ よ う。 女 子 労働 力 の活 用 が,限 界生 産 力 の 男女 間

較 差 ㊧縮 少 を意 味 す る もの とす るな らば,観 測 期 間 を通 じて 進 展 して きた

女 子 労働 力 の投 入増 は,女 子 労働 力 の有 効 活 用 とは い い が た い もの であ る・

(iii鉱 業部 門 の男 ・女 労働 の限 界代 替率

 生 産 関数(鉱1")か ら,男 ・女 労働 力 の限 界代 替 率 が求 め られ る。

       _8Lf8Lm一器/aQaLf

 に(鉱1")式 を適 用 す る と,

   限 一5)_8Lf__crLm YCLm+Lf+Ci)8LmｫLf+YCLm+Lf+Ci)・LfLm

 を得 る。 昭和28,36,44年 に つ い て(5)に よ って限 界 代 替 率 の 値 を 求

 め る と,第2-3表 の とお りで あ る。

〔2〕 労 働 需 要 モ デ ル に お け る代 替 の弾 力性

 タ イ プ1-1～ 皿一3 の5種 類 の労働 需要 モ デ ル につい て,男 ・女 労 働 の

 代 替 の弾 力性 を求 め る こ とが で き る。 男 ・女 相 対 賃金 の変 化 に対 す る男 ・

 女 労働 力 の代 替 の弾 力性 ηを,

   代一1)η ≡緜)・Wm/Wf(1'm/Lf

 に よって定義す る。

   代一2)Y≡LmLf・Z≡Wmwf

 と書 け ば,

   代綱 η≡aY zaz Y.
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(D タ イ プ1-1

 タ イプ1-1の 均 衡 方 程 式(M-5;29頁)か ら ηを求め る。均 衡 方 程 式 は,

  代一4)÷ 一器Z+1rel Wf Lfα 寄f Q

 と か け る。 これ よ り,

     η一 〇fam ZY

 YをZで かきな澄せば,

    η一・斎Z/{畿Z+吉 層W碁Lf響fQ}

あ るいは,

      噴fWm

      αmWf           -1
伶5)η=畿 ÷轟f銭=

・燃 讐f各

とな る。 代 替 の弾 力性 は 生 産 要 素 の相対 価格 お よび,女 子 労 働投 入量 の

関 数 であ る。

 た だ し,も し,(代 一5)に お い て,

倖6)肯 ユ ・

な らば,あ き らか に,

代一7) η..,_1

となる ことがわかる。(代一6)は 資 本 の投 入関数 に 澄け る:Lm/Lfの 影 響

(澄 よびQの 影 響)が 無 視 でき るぱ あ い で あ る。

 また,(代 一5)か ら ε1>0で あ れ ば 1η1<1 であ る こ とがわ か る。

(II)タ イ プ1～2の 均 衡 方 程式(M-6;29頁)は ・

倖8)・ 害咢+β1(  αm1十  αf)rW
m Lf Y-ZY

とか け る。 こ れ よ り,

      ∂YZ-1一 β1(am+afof)Lf rLmWm
倖9)η=死 マ=

1-Q1(am+afof)・Lf rL2

mWm
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を得 るoこ の 関係 か ら,

     β1ti O・ な らば  ICI 1 代
一10)

     β1>0 . な らば  iii>1

で あ る こ と が わ か る 。

(iiD タ イ プ 皿 一1

 タ イ プ1【 一1の 均 衡 方 程 式(M一?;29頁)は,

代 一 ・・)Wfr(Z-1)=el Q
1(・+Y)

と か け るoこ れ よ り,

代 一 ・2)η 一 一ε1・・平m十 鑑

こ れ よ り・ も し 竒 配 ・ な らばslCI=・ ・ で あ る こ と 勧 か る・

(iv) タ イプ 皿一2

 タ イ プ 皿一2の 均 衡 方 程 式(M-8;29頁)は,

               一1   1-Sl

代 一13)Wfr(Z一 ・)___1SS
I・ δ1含Yδ1(1+Y)

とか け るoこ れ よ り,

         Wm 81  Lm

        T評1可
 代 一14) η=         Lm

         Lf-51+1

を 得 る・ ここ に・ も し・1_S
1・ す 勧 ち潰 本 の投 入 関数 娚 女 嬲 構

成 比 が 影響 しない な らば,iii=◎ 。 とな る。

(V) タ イプ皿一3

 タ イプ皿 一3の 均衡 方 程 式(M-9;29頁)は,
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代 一15)Wfr(Z一 ・)1+Y-QI YL
m

と か け る。 こ れ よ り

代一16)η 一 撃 寄ZY-WfLmWmLm_rQ
I WfLf

を得 る・ も し・ β1=0す な わ ち男女 構成 比 力1資本 投 入 関数 に影響 しな い

な らば,1ηi=0◎ とな るo

 タ イプ1-2の ケース(代 一g)式 に観 測資 料 を適 用 す れ ば,有 効数 字 の範

囲 に 論 い て,η=一1を 得 る。   2-4表 鉱 業 部 門の代 替 の弾 力 性

                   '28年  36年   44年(vii鉱業 部 門 の労働 需 要 モ デ ル に

                  一3.335  -2.559  -2.275  
お け る代 替 の弾 力性

 代 替 の 弾 力性eを ・ まえ と同様 に・ 、

      dY  Z

   e≡dZ● 了

に よって定 義 す る。 た だ し,

   Y=Lm Z=wmLf wf

で あ るo

 鉱 業 部 門 に誇 励 る限 界生 産 力均 等 方程 式(鉱 一5;56頁)よ り・eを 計

算 す れ ば,

         一Z(Y+1)

   e=

を 得 る。

 昭 和28,

   e=

     (1+ZY){(Z-1)+Y(1一+ZY)}               a

ま た は,wm,Wf, Lm, Lfで あ ら わ して,

         _Wm(Ln'+1Wf Lf
(1+Lm WmLf Wf){(舞 一1)+ra(1+控 舞)

36,44年 に 論 け るeの 値 は,(2-4)表 の 通 り で あ る 。
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〔る〕 女子 比率 と資本設 備の関係

 ci)女 子 化 の進 展 に伴 っ て必要 とさ れ る資 本 設 備増 分 につ いて

  資 本投 入 関数 の測定 結 果 か ら,所 定 の生 産 量 を維 持 しな が ら,男 子 を女

 子 で代 替 す る た め に必 要 とされ る資 本 設 備 の必 要 追 加投 入量 が知 られ る。

  い ま,女 子 雇 用 量 と男 子 雇 用 量 の 比(男 女 同数 な ら1で あ る)の 変 化率

 に対 す る,資 本 設 備 の 所要 量 の変 化率 の比 を求 め る。 これは 女 子 ・男 子 比

 率 に対 す る所要 資 木 投 入 の 弾 力性 値(Partial elasticity,生 産 量 一 定

 の も とで)あ り,eで あ らわす と,

資一・)e… 餐 鑄 講 九
m)f/LmK)

と定義 される。

 資本 の投入関数(K-9;26頁)式 から,

        ax 資一2)            一Ql

      ∂(Zf/Lm)

で あ るか らeは

資 一3)e一 β1・1K・LfLm

で計 算 さ れ る。:Lf,:Lm, Kに:昭 和44年 の値 を用 い る と弾 力性eは 第2

-5表 第1欄 の と診 りであ る。 産 業 大 分 類 で み る と,金 融 保険 ・商 業 で弾

力性 が 他 に比 べ て著 し く高 く,つ い で サ ー ビス,製 造 の 順 とな る・ 男 子 に

対 す る女 子 雇 用 の比 が 昭 和44年 の 値 に対 して10%上 昇 した と き,生 産

量 の不 変 の ま ま に保 つ た め に必 要 な設 備 増 加率(%)は ・ 皿欄 の数 値 とな

る。 た とえば,金 融 保 険 で女 子 は 男子 の92.4%(男 女 半 々 に近 い)で あ

る が,こ れ が92.4×1.1=101.6%(女 子 の 方 が や や多 い)に 変 化 す

るた め に 必要 な設 備 増 加 率 は3.21%と 計 算 され るo

 弾 性 値 は,産 業間 で開 きは あ る が,概 してそ の値 は低 い ・

㈹ なお,参 考 の た め,設 備Kの 生 産 水 準Qに 対 す る弾性 値(男 ・女 労 働
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力比率 一 定 の も とで)を 昭 和44年 につ い て,N欄 に示 す 。 これ らは,

  aK Q_QaQ K-Q2K
に よ り求 め られ るo

商 業,不 動 産,紡 織 等 を別 とす れ が,そ の値 は ほぼ1の 近傍 にあ る。

表2-5

1 皿 皿 N

η Lf/Lm
K%

殉

建   設 0.0040 0.156 0.04 1.095

製   造 0.0434 0.550 0.43 0.951

食 0.2251 0.923 2.25 0.944

紡 0.0635 1925 0.64 0.677

紙パ 0.0675 o.s14 o.ss 0.991

化 0.0107 0.368 0.11 1.058

途 0.0183 0.161 o.is 0.920

金 0.0616 0.250 0.62 0.936

機 0.0300 0.176 0.30 0.946

電機 0.060 0.636 0.60 0.98?

輸機 0.0325 0.159 o.s 0.934

他 0.2044 0.514 2.04 0.938

商   業 0.2044 0.876 2.04 0.661

金   保 0.3205 0.724 3.21 1.02?

不 動 産 0.0075 0.539 o.os 1.358

運   通 0.0096 0.155 0.05 0.849

電 ガ 水 o.o,o,io 0.113 o.oi 0.912

サ ー ビ ス 0.0608 o.77s 0.61 0.953
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実質 総生.産額(Q) (40年 イ面格 、 嚇亀イ立10億II」) (2セ1)

年 鉱  業 建 設 業 製 造 業 食  料 紡  織 紙パルプ 化  学 一次金属 金  属 .機  械

28 192.3 541.4 1,984.5 338.9 174.0 62.0 193.] 189.9 63.8 134.5

29 178.2 559.9 2,296.3 423.8 200.7 63.9 219.5 211.8 75.1 155.4

30 189.5 566.6 2,524.5 448.3 234.2 76.3 257.7 219.5 84.6 153.8

31 211.3 661.4 2.866.7 499.2 259.8 93.5 297.9 265.1 84.8 196.0

32 245ユ 800.7 3,260.8 523.5 298.9 io7.s 296.6 309.6 101.9 243.0

33 245.8 791.9 3,399.5 548.0 277.9 104.1 315.5 257.4 119.9 239.7

34 239.1 958.1 4,035.1, 603.8 349.6 139.9 424.8 407.1 155.5 314.5

35 279.2 1,150.3 5,232.6 665.6 445.3 162.9 544.6 560.3 223.0 469.9

36 299.3 1,373.4 6,528.1 785.8 506.2 197.5 657.9 783.9 314.7 637.9

37 338.2 1,532.4 7,267.4 876.3 567.2 204.4 718.1 638.8 386.6 740.3

38 348.1 1,712.3 8.514.7 1,040.7 636.3 251.1 873.0 722.6 484.0 783.0

39 362.8 1,963.6 9,721.9 1,093.4 693.4 279.2 1,059.2 951.2 544.9 902.9

40 372.6 2,068.5 10,066.玉 1,176.7 728.4 286.4 1,015.7 920.2 561.0 879.6

41 399.9 2,261.2 11,613.9 1,309.4 800.7 344.6 1,221.8 1,038.0 632.0 1,038.7

42 444.3 2,583.8 14,124.4 1,496.9 890.9 370.0 1,507.6 1,433.2 851.9 1,285.9

43 474.4 3,148.5 16,562.6 1,664.0 989.] 440.9 1,789.6 ],511.3 9?3.0 1,640.1

44 497.3 3,431.9 19,872.8 1,796.2 1,143.2 508.6 2,321.3 1,789.3 1,206.1 2,096.0

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融・保険 不 動 産 運 輸 ・通 信 電 気 ・ガス ・水 道 サ ー ビス

28 85.8 119.6 622.9 1,240.9 407.2 S20.3 701.8 175.5 2,310.3

29 103.6 122.4 720.1 1,344.2 445.7 872.9 772.3 199.2 2,321.5

30 100.9 121.6 827.6 1,622.1 474.2 948.7 880.7 221.4 2,342.2

31 118.4 174.8 877.2 1,810.9 515.4 981.2 985.9 256.8 2.441.2

32 159.4 208.9 1,011.2 1,874.1 596.0 Y,034.7 1,051.0 290.3 2,638.3

33 215.7 225.8 1,096.1 2.135.4 672.8 1,103.9 1,129.2 327.8 2,834.3

34 293.3 276.6 1,075.0 2,626.7 703.7 1,214.7 1,294.1 378.6 3,032.5

35 413.5 403.1 1,344.9 3,139.0 807.2 1,374.1 1,528.9 429.8 3,234.3

36 594.4 458.3 1,592.1 3,689.6 953.3 1,464.6 1,754.5 522.1 3,629.2

37 722.5 575.6 1,837.6 3,956.3 1,113.0 1,607.6 2,031.2 568.4 3,800.9

38 766.9 697.4 2,259.7 4,245.2 1,219.8 1,725.6 2,398.0 653.6 4,276.9

39 856.5 810.9 2,530.3 4,620.7 1,362.6 1,814.8 2,588.9 730.5 4,732.6

40 S13.3 907.1 2,782.7 5,344.5 1,503.6 1,910.2 2,633,6 791.7 5,0S5.2

41 973.6 1,042.2 3,212.9 5,836.9 1,655.0 1,978.1 2,694.2 891.2 5,324.3

42 1,308.3 1,326.0 3,653.7 7,042.9 1,886.2 2,185.9 2,840.0 968.9 5,777.7

43 1,693.9 1,712.9 4,148.3 8,772.6 2.206.9 2,223.2 3,155.6 1,055.3 6,102.2

44 2.169.3 2.019.0 4,823.8 9,979.7 2,595.0 2,366.2 3,513.1 1,17?.0 7,185.4

(注1) 企画庁経済研究所国民所得部推計
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粗 資 本 額(年 央)(K)(40年 価 格 、10億 円)(注2)

年 鉱  業 建 設 「業 製 造 業 食  料 紡. 織 紙パルプ 化  学 一次金属 金  属 機  械

28 152.3 158.0 4,560.3 482.1 963.4 164.8 439.0 908.4 66.4 181.9

29 194.4 173.5 4,809.2 508.3 1,017.6 184.7 470.2 939.4 68.7 187.3

30 235.8 187.4 5,078.2 352.7 1,060.3 202.7 510.1 969.9 72.4 193.7

31 265.3 214.1 5,341.0 553.6 1,086.7 220.5 562.6 989.8 78.1 200.7

32 307.6 260.3 5,786.6 580.5 1,166.6 247.4 660.3 1,029.7 87.7 215.9

33 358.2 312.4 6,371.9 624.1 1,238.8 287.0 785.4 1,112.2 98.5 236.4

34 397.8 380.5 7,005.1 676.2 1,308.3 326.2 914.3 1,209.5 114.0 260.3

35 436.5 462.7 7.870.3 724.5 1,379.6 371.0 1,069.4 1,381.9 142.7 299.9

36 484.9 611.8 9,130.6 785.8 1,452.2 435.6 1,267.8 1,664.9 177.9 364.7

37 561.0 841.8 10,734.8 892.4 1,524.4 517.9 1,496.6 2,001.5 226.0 471.0

38 618.3 1,086.0 12,565.3 1,036.9 1,596.9 591.8 1,749.1 2,395.3 282.9 578.5

39 671.9 1,486.9 14,393.3 1,1亀75.8 1,693.9 663.0 2,083.0 2,782.2 343.3 669.5

40 762.9 1,615.9 16,303.4 1,318.6 1,805.3 752.0 2;433.4 3,109.? 405.2 751.1

41 858.9 1,940.8 17,990.4 1,467.1 1,898.5 829.9 2,704.9 3,424.8 469.5 814.2

42 954.0 2,415.7 19.919.2 1,621.1 2,013.3 898.4 2,991.0 3,799.2 554.4 898.6

43 1,073.6 3,001.9 22,730.5 1,838.3 2ユ52.7 996.1 3,406.0 4,337.7 675.6 1,042.3

44 1,184.4 3,634.0 26,359.3 2,095.0 2,324.7 1,126.4 3,930.9 5,059.9 842.9 1,256.3

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融・保険 不 動 産 運輸・通信 電 気 ・ガス ・水 道 サ ー ビス

28 114.4 301.7 938.2 2,701.8 89.7 46.0 3,689.0 1,967.3 2,362.1

29 137.7 308.7 986.6 2,757.5 146.1 60.7 3,776.8 2,056.4 2,420.4

30 166.8 318.0 1,051.6 2,813.5 185.8 78.0 3,889.? 2,197.8 2,488.0

31 185.9 328.7 1,134.4 2,885.2 252.8 92.3 4,0S9.9 2,355.9 2,576.5

32 214.9 355.9 1,227.7 3,120.6 253.] 112.1 4,380.2 2,624.3 2,734.8

33 266.1 396.4 1,327.0 3,243.8 287.4 140.4 5,020.2 2.754.8 2.933.9

39 325.0 440.? 1,430.6 3,375.4 314.3 152.2 5,092.3 3,049.3 3,069.2

35 416.4 518.6 1,566.9 3,404.0 360.2 203.6 5,499.2 3,401.1 3,218.2

36 545.1 660.3 1,776.3 3,550.5 443.6 275.5 5,972.0 3,802.8 3,422.6

37 711.5 844.4 2,049.0 3,762.5 541.1 385.4 6,750.0 4,237.9 3,658.6

38 947.2 1,012.0 2,374.7 4,050.9 655.8 493.5 7,151.3 4,744.1 3,926.8

39 1,014.9 1,194.9 2,773.3 4,404.0 780.8 622.9 7,878.5 5,314.0 4,360.4

40 1,143.6 1.424.2 3,160.3 4,774.2 914.0 791.9 8,294.9 5,860.3 4,828.1

41 1,244.3 1,623.? 3,513.5 5,154.1 1,066.4 956.1 9,717.9 6,361.3 5,329.2

42 1,376.4 1,850.0 3,916.8 5,636.5 1,202.3 1,114.4 10,666.4 6,926.2 5,907.5

43 1,562.2 2,243.1 4,746.5 6,267.6 1,302.4 1,274.4 11,705.8 7,503.8 6.363.6

44 1,757.0 2,723.1 5,243.1 7,108.1 1,409.4 1,560.9 12,816.2 8,174.6 6,847.4

(注2) 企画庁経済研究所国民所得・部推計
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男 女 計 就 業 者 数(:L)(千 人)(注3)

年 鉱  業 建  設 製 造 業 食  料 紡  織 紙パルプ 化  学
一次金属 金  属 機  械

28 530.0 1,790.9 7,200.0 942.0 1,873.0 224.0 428.0 321.0 353.0 361.0

29 510.0 1>850.0 7,450.0 942.0 1,930.0 237.0 424.0 337.0 384.0 381.0

30 450.0 1,950.0 7,570.0 910.0 1,930.0 246.0 417.0 351.0 412.0 402.0

31 390.0 1,970.0 8,050.0 909.0 1,969.0 262.0 450.0 404.0 460.0   462.0,

32 500.0 2,170.0 8,530.0 909.0 1,991.0 282.0 4T5.0 457.0 513.0 520.0

33 450.0 2,230.0 8,980.0 925.0 2,015.0 298.0 482.0 495.0 574.0 566.0

34 480.0 2,430.0 8,960.0
    ■

875.0 1,90S.0 301.0 475.0 520.0 603.0 594.0

35 430.0 2,530.0 9,460.0 878.0 1,938.0 320.0 493.0 576.0 662.0 661.0

36 380.0 2,740.0 10,110.0 937.0 2,035.0 337.0 524.0 609.0 727.0 732.0

37 410.0 2,900.0 10,660.0 989.0 2,091.0 355.0 553.0 642.0 787.0 802.0

38 330.0 2,900.0 11,080.0 1,023.0 2.128.0 366.0 572.0 663.0 840.0 864.0

39 300.0 3,080.0 11,290.0 1,039.0 2,111.0 3?2.0 583.0 679.0 880.0 913.0

40 290.0 3,280.0 11,500.0 1,059.0 2,112.0 377.0 590.0 682.0 914.0 958.0

41 260.0 3,500.0 11,?80.0 1,096.0 2,130.0 387.0 596.0 685.0 951.0 1,002.0

42 260.0 3,590.0 12,520.0 1,182.0 2,258.0 410.0 61S.0 706.0 1,026.0 1,073.0

43 270.0 3,700.0 13,050.0 1,194.0 2,241.0 417.0 661.0 765.0 1,111.0 1.169.0

44 240.0 3,710.0 13,450.0 1,229.0 2,287.0 428.0 678.0 784.0 1,]61.0 1,226.0

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融・保険 不 動 産 運輸・通信
電 気 ・ガ
ス ・水 道 サ ー ビス

28 225.0 328.0 2,145.0 6,105.0 544.0 21.0 1,685.0 225.0 5,440.0

29 363.0 347.0 2,205.0 6,650.0 569.0 31.0 1,637.0 213.0 5,650.0

30 307.0 356.0 2,239.0 6,949.0 619.0 42.0 i,7is.o 212.0 6,030.0

31 382.0 404.0 2.348.0 7,191.0 647.0 52.0 1,803.0 217.0 6,390.0

32 462.0 454.0 2,467.0 7,494.0 665.0 61.0 1,889.0 221.0 6,610.0

33 532.0 491.0 2,602.0 7,683.0 714.0 73.0 1,960.0 220.0 6,590.0

34 587.0 513.0 2,584.0 7,926.0 711.0 83.0 2,073.0 227.0 6,980.0

35 684.0 562.0 2,685.0 8,156.0 737.0 97.(1 2,170.0 226.0 ?,160.0

36 749.0 599.0 2,861.0 8,031.0 765.0 114.0 2,249.0 236.0 7,320.0

37 80?.0 640.0 2,994.0 8,028.0 798.0 134.0 2,362.0 238.0 7,360.0

38 858.0 671.0 3,095.0 8,457.0, 852.0 161.0 2,438.0 242.0 7,530.0

39 891.0 691.0 3,131.0 8,729.0 876.0 185.0 2,607.0 253.0 7,730.0

40 926.0 705.0 3,177.0 8,945.0 923.0 212.0 2,682.0 258.0 s,ozO.0

41 958.0 720.0 3,255.0 9,310.0 987.0 233.0 2,843.0 267.0 8,370.0

42 1,019.0 753.0 3,475.0 9,578.0 1,022.0 250.0 2,887.0 273.0 8,460.0

43 1,190.0 810.0 3,593.0 9,708.5 1,118.6 282.9 3,015.1 274.9 8,670.0

44 1,138.0 S36.0 3,684.0 9,878.1 1,149.9 302.4 3,101.0 279.0 8,7HO.0

(注3) 昭28～42年 は企画庁総合計画局推計による。43～44年 は よって延.長したもので,商 業,金 融保

     険,不 動産,運 輸通信,電 気ガス水道,澄 よび製造業 うちわけは国勢調査を用いて求めた。
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男 子 就 業 者 数(:Lm)(千 人)(注4)

年 鉱  業 建  設 製 造 業 食  料 紡  織 紙パルプ 化  学 一次金属 金  属 機  械

28 477.4 1,580.0 5,040.3 634.1 684.6 153.3 329.7 294.5 307.8 328.6

29 461.6 1,640.0 5,193.4 634.2 707.0 is2.i 324.9 309.4 332.8 345.9

30 409.4 1,720.7 5,256.5 612.9 708.5 ]68.3 317.9 322.5 355.3 364.1

31 354.8 1,730.0 5,549.2 603.0 713.5 176.2 343.0 368.3 392.5 413.5

32 454.8 1,870.0 5,842.4 593.8 712.6 186.9 362.0 414.0 434.] 461.1

33 409.3 1,950.0 6,115.8 595.1 712.8 195.0 367.2 446.2 482.5 498.2

34 436.6 2,110.0 6,071.2 554.4 667.3 194.7 361.8 466.7 504.0 519.8

35 391.1 2,200.0 6,380.9 548.4 670.6 204.9 375.4 515.2 550.6 575.5

36 345.2 2.350.0 6.775.7 570.5 703.0 214.8 396.'1 541.9 600.7 634.7

37 372.0 2,470.0 7,101.9 588.3 721.3 225.3 416.4 568.4 646.5 692.9

38 299.0 2,500.0 7,340.9 595.3 733.0 231.3 428.6 584.3 686.5 744.2

39 271.3 2,650.0 7,441.5 592.1 726.2 234.2 434.7 595.8 715.9 784.3
  1

40 261.7 2,830.0 7,543.5 591.5 725.6 236.5 438.0 595.9 740.5 820.9

41 234.0 3,000.0 7,692.3 600.6 730.8 241.9 440.5 596.2 767.6 856.8

42 333.1 3,100.0 8.140.9 636.1 773.8 255.5 454.9 612.2 825.4 915.7

43 241.0 3,190.0 8,451.7 631.4 767.1 259.0 484.7 660.9 891.0 995.9

44 212.7 3,210.0 8,678.1 639.2 782.0 265.1 495.4 675.1 928.5 1,042.9

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融・保険 不 動 産 運輸・通信
電 気 ・ガ
ス ・水 道 サ ニ ビス

28 172.7 302.9 1,685.0 3,645.8 355.3 16.4 1,486.8 202.0 3,210.0

29 276.8 319.7 1,720.0 3,954.2 370.9 23.4 1,441.6 191.2 3,380.0

30 232.6 327.3 1,735.1 4,116.2 402.7 32.2 1,510.2 190.4 3,450.0

31 272.1 368.5 1,789.1 4,234.9 417.9 39.2 1,578.6 195.3 3,560.0

32 314.9 411.4 1,851.7 4,390.0 427.1 45.4 1,647.9 199.3 3.690.0

33 350.9 442.5 1,926.7 4,478.9 456.5 53.9 1,704.0 198.8 3,620.0

34 377.4 460.2 1,890.0 4,600.0 452.9 60.9 1,796.5 205.5 3,930.0

35 430.9 502.0 1,942.1 4,714.0 468.0 70.9 1,875.0 205.1 3,980.0

36 469.4 532.4 2,044.3 4,586.5 470.7 80.4 1,943.9 213.9 4,090.0

37 503.6 566.2 2,114.7 4,534.5 477.2 92.3 2,042.1 215.4 4,130.0

38 533.3 591.0 2,162.1 4,728.5 496.6 109.2 2,108.4 218.8 4,220.0

39 551.9 606.2 2,164.5 4,834.9 498.8 124.0 2,255.0 228.5 4,330.0

40 571.7 616.2 2,174.6 4,911.4 514.4 140.8 2,320.4 232.7 4,510.0

41 589.8 627.1 2.206.9 5,070.4 539.4 153.6 2,460.1 240.6 4,590.0

42 625.7 653.7 2,334.8 5,176.9 548.5 163.9 2,498.6 245.8 4,630.0

43 667.8 701.0 2,393.3 5,210.3 590.0 184.5 2,609.9 247.3 4,780.0

44 695.7 721.4 2,433.6 5,266.2 597.4 196.5 2.684.7 250.7 4,910.0
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女 子 就 業 者 数(Lf)(千 人)(注5)

年 鉱  業 建  設 製  造 食  料 紡  織 紙 パ ル プ 化  学 一次金属 金  属 機  械

28 52.6 210.0 2,159.7 308.0 1,188.4 70.? 98.5 26.5 45.2 32.4

29 48.4 210.0 2,256.6 307.8 1,223.0 74.9 99.4 27.6 51.2 35.1

30 40.6 230.0 2,313.5 297.1 1,221.5 77.7 99.5 28.5 56.7 37.9

31 35.2 240.0 2,500.8 306.0 1,255.5 85.8 107.4 35.7 67.5 48.5

32 452 300.0 2,687.6 315.2 1,278.4 95.1 ]13.5 43.0 78.9 58.9

33 40.7 280.0 2,864.2 329.9 1,302.2 103.1 115.2 48.8 91.6 67.7

34广 43.4 320.0 2,888.7 320.6 1,240.6 ]U6.3 113.6 53.3 99.0 74.2

35 38.9 330.0 3,079.1 330.6 1,267.4 115.1 118.0 60.8 111.4 85.5

36 34.7 390.0 3,334.3 366.5 1,332.0 122.2 127.6 67.1 126.3 97.3

37 38.0 430.0 3,558.1 400.7 1,369.7 129.7 136.8 73.6 140.5 109.1

38 31.0 400.0 3,739.1 427.7 1,395.0 134.7 ]43.6 78.7 153.5 119.8

39 28.7 430.0 3,848.5 447.0 1,384.8 ]37.8 148.4 83.2 164.] 128.7

40 28.3 450.0 3,956.5 467.5 1,386.4 140.5 152.0 86.1 173.5 137.1

41 26.0 500.0 4,087.? 495.4 1,399.2 145ユ 155.4 88.8 183.4 145.2

42 26.8 490.0 4,379.1 545.9 1,484.2 154.5 162.9 93.8 200.6 157.3

43 29.0 510.0 4,598.3 562.6 1,473.9 158.0 ]76.0 ]04.1 220.0 173.1

44 27.3 500.0 4,771.9 589.8 1,505.0 162.9 182.3 108.9 232.5 188.1

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融 ・保 険 不 動 産
運 輸 ・
通  信

電 気 ・ガ
ス ・水 道

サ ー ビ ス

28 52.2 25.1 460.0 2,459.2 188.7 4.6 198.2 23.0 z,zso.o

29 86.2 27.3 485.0 2,695.7 198.1 7.1 ]95.4 21.8 2,270.0

30 74.4 28.7 503.9 2,832.8 2]6.3 9.8 207.8 21.6 2,580.0

31 109.9 35.5 558.8 2,956.1 229.1 12.8 224.4 21.7 2,830.0

32 147.1 42.6 615.2 3,104.0 237.9 ]5.6 241.1 21.7 2,920.0

33 ]81.1 48.5 675.1 3,204.1 257.5 19.1 256.0 21.2 2,970.0

34 209.6 52.8 693.8 3,326.0 258.1 22.] 276.5 21.4 3,050.0

35 253.1 so.o 742.6 3,442.0 269.0 26.] 295.0 20.9 3,180.0

36 279.6 66.6 816.5 3,444.5 294.3 33.6 305.1 22.1 3,230.0

37 303.4 73.8 879.1 3,493.5 320.8 41.7 319.9 22.6 3,230.0

38 324.7 80.0 932.8 3,728.5 355.4 51.8 329.6 23.2 3,310.0

39 339.1 84.8 966.4 3,894.1 377.2 61.0 352.0 24.5 3,400.0

40 354.3 88.8 1,002.4 4,033.6 408.6 71.2 ssi.s 25.3 3,560.0

41 368.2 92.9 1,048.2 4,239.6 447.6 79.4 382.9 26.4 3,780.0

42 393.3 99.3 1,140.3 4,401.1 473.5 86.] 388.4 27.2 3,830.0

43 422.2 109.0 1,199.9 4,49'8.2 528.2 98.4 405.2 27.6 3,890.0

44 442.3 114.6 1,250.6 4,611.9 552.0 105.9 416.3 28.3 3,870.0

注4,5)建 設,サ ー ビス の 男女 別 人員 数 は(注3)の 数 字 に,労 働 力調 査 に よる男 ・女 比 率 を乗 じて求 め た。 商

      業,金 保,不 動 産,運 通,電 ・ガ ・水,製 造 業 うちわけ,鉱 業,製 造 業 は(注3)の 数 字 に,国 勢 調査

      昭25,30,40年 を直線 補 間 して 求 め た男 ・女就 業 者 比 率 を乗 じて求 め た。
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男 子 賃 金(Wm)(千 円/人 ・年)(注6)

年 鉱  業 建  設 製  造 食  料 紡  織 紙 パ ル プ 化  学
    -

一次金属 金  属 機  械

28 207.2 140.7 200.5 186.2 178.9 250.6 216.9 234.5 177.4 ]88.8

29 208.2 162.2 209.8 195.2 188.6 255.1 237.0 250.8 181.6 190.5

30 221.3 171.7 219.2 208.9 200.5 205.3 259.3 274.] 195.4 194.1

3] 242.4 188.1 241.8 210.2 212.5 281.9 285.5 310.4 204.1 22i.s

32 280.7 203.2 251.6 223.2 220.6 284.0 293.9 316.9 209.0 236.0

33 288.3 213.1 256.7 234.9 231.5 279.9 314.3 337.2 215.3 248.5

34 296.] 228.5 279.2 26].7 259.3 302.2 344.2 366.7 234.7 270.8

35 318.4 252.2 307.7 276.3 289.7 324.2 381.3 399.4 259.3 302.2

36 349.2 295.5 342.2 321.4 319.8 402.3 406.6 440.2 302.4 349.9

37 408.9 336.8 376.9 3?0.2 363.2 392.6 440.9 456.5 339.1 375.1

38 410.5 388.2 417.3 412.6 401.4 432.5 477.4 497.5 383.9 425.]

39 461.0 438.7 461.7 458.8 447.0 475.8 536.3 551.9 439.3 459.5

40 507.2 488.1 497.8 512.3 482.8 506.8 586.9 594.6 473.5 530.9

41 563.8 534.9 558.7 553.1 530.2 564.3 648.0 657.2 533.7 610.2

42 614.3 590.3 632.6 599.9 607.5 636.1 740.0 756.8 609.7 712.9

43 695.2 666.7 723.1 683.2 698.? 713.4 836.6 863.4 713.2 839.7

44 815.8 777.6 837.5 788.4 811.1 823.0 976.3 1,006.5 816.0 994.?

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金融・保険 不 動 産 運輸通信 電 気 ・ ガ
ス ・水 道 サ ー ビス

28 242.2 L38.5 157.8 193.5 281.4 265.] 216.8 305.6 219.9

29 241.4 244.3 167.6 197.3 292.9 279.] 244.6 336.7 224.8

30 247.8 249.1 177.7 199.1 308.1 294.9 257.4 344.4 229.3

3] 268.2 290.9 is2.2 213.0 326.3 315.] 273.7 353.1 240.4

32 274.6 309.7 194.1 225.1 344.7 329.6 291.9 367.6 258.0

33 284.] 315.8 208.9 229.4 358.1 325.9 307.4 395.3 267.7

34 304.3 340.6 2?5.6 250.3 4059 331.4 325.3 416.9 278.6

35 317.0 366.8 248.9 271.1 459.1 385.] 353.0 445.4 304.4

36 353.6 395.8 288.9 302.5 517.7 464.1 390.5 488.1 364.0

37 378.4 423.5 330.3 351.1 571.4 498.2 439.4 530.0 394.0

38 414.0 465.3 381.3 397.2 641.3 538.9 481.8 594.0 469.?

39 460.0 517.5 428.3 447.2 694.5 605.0 536.5 665.9 519.4

40 490.4 547.0 469.8 491.6 774.6 672.8 589.8 734.8 572.2

41 557.9 603.4 558.8 536.7 860.5 767.2 6:i2.0 810.3 597.5

42 652.3 687.5 586.3 601.2 946.3 922.8 721.9 903.3 711.2

43 756.6 771.3 669.9 675.9 1,078.1 1,006.2 807.0 1,007.1 806.1

44 874.1 890.5 772.9 789.4 1,237.3 1,139.7 913.2 1,143.1 929.4
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女 子 賃 金(Wf)(千 円/人)(注7)

年 鉱  業 建  設 製  造 食  料 紡  織 紙 パ ルプ 化  学
一次金属 金  属 機  械

28 94.7 68.3 79.3 70.1 75.1 93.0 98.8 117.2 84.9 91.0

29 93.9 76.1 84.1 74.6 79.6 97.7 105.9 123.5 85.5 91.6

30 96.4 79.7 86.5 77.2 82.7 72.5 112.7 131.6 93.6 92.8

31 105.5 86.7 92.4 76.9 85.5 96.3 124.9 145.2 95.3 100.1

32 i20.0 94.1 94.3 81.0 86.0 98.3 127.1 152.1 95.2 106.]

33 122.5 98.9 96.6 87.9 90.0 103.7 141.2 151.0 98.4 115.6

34 128.6 ios.s 105.5 96.9 100.5 110.4 ]52.5 161.5 107.2 121.3

35 134.4 116.0 118.6 102.9 113.7 121.5 167.9 175.9 120.9 133.5

36 140.9 130.3 136.7 123.9 i2s.o 153.8 179.5 201.0 144.8 161.7

37 151.6 149.3 ]60.3 149.1 148.6 161.7 198.8 215.0 171.3 184.9

38 165.7 175.1 179.9 170.7 163.5 182.3 220.0 236.5 195.0 `LlO
.3

39 185.8 192.6 199.9 1$2.0 is7.z 203.1 247.6 257.4 222.2 225.2

40 210.0 221.2 222.3 207.7 209.] 224.5 276.7 284.7 240.0 269.1

41 232.0 243.4 248.3 228.7 227.2 249.2 3117 sos.2 267.8 308.4

42 257.3 260.8 274.3 246.6 255.9 276.6 348.0 345.4 295.8 346.2

43 297.2 294.5 318.3 300.4 297.3 308.2 397.8 402.2 345.2 411.9

44 362.1 344.6 375.4 350.5 352.8 359.9 473.0 468、0 400.5 492.5

年 電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金 融 ・保 険 不 動 産 運 輸 ・通 信
電 気 ・ガ
ス ・水 道

     鬮

サ ー ビ ス

28 1U1.2 119.3 75.2 88.4 128.5 111.1 130.3 145.4 96.9

29 101.0 119.0 80.2 90.2 138.4 117.0 144.3 168.3 102.3

30 106.0 120.4 83.6 91.7 147.3 123.6 152.9 186.4 ioi.s

31 11α8 134.1 83.5 96.0 156.8 131.1 159.6 201.8 103.3

32 iio.2 139.1 86.6 99.8 168.9 139.2 169.9 212.5 108.2

33 120.1 142.0 93.6 105.5 176.6 137.0 172.3 227.9 113.4

34 125.8 151.4 99.9 112.4 197.7 143.8 183.7 239.5 118.7

35 135.4 161.4 110.8 119.9 ziz7 161.1 196.6 257.5 iso.2

36 155.2 180.1 133.1 143.1 238.1 173.4 220.3 284.2 159.0

37 177.4 202.7 156.4 168.8 267.4 204.2 255.0 310.0 180.0

38 200.1 225.1 184.0 196.0 300.0 218.3 279.3 352.4 218.5

39 221.5 249.3 207.0 220.6 333.3 260.7 313.6 391.5 242.6

40 244.4 273.4 231.0 245.6 368.3 291.1 356.2 428.4 273.7

41 279.2 3U1.4 275.8 270.7 405.6 328.1 395.4 466.5 286.5

42 308.6 340.5 287.6 308.? 444.3 355.2 438.9 509.6 338.2

43 361.5 387.4 325.8 348.9 496.0 393.6 500.2 572.0 387.8

44 430.1 452.3 3?8.0 401.6 557.5 450.4 574.6 642.7 450.8

(注6,7) 昭28～44年 について,製造業 うちわけを別 として,企 画庁総合計画局推計の産業別賃金率に労働,

     毎月勤労統計調査の男女賃金比率を乗じて求めた。ただし,サ ービス業には全産業の比率を使った。

     製造 業うちわけについては,毎 月勤労統計製造業20分 類の男女賃金比率を10部 門に集計した。

     集計のウエイトには国勢調査による直線補間で求めた男女就業者数を用いた。昭42～44年 につい

     ては,毎 月勤労統計調査の現金給与額賃金指数によって,41年 か ら延長 した。
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R=iB+dお よびPk(資 本 の.価格r≡RPk)(注8)

R=iB+d

年
鉱  業 建  設 製  造 食  料 紡  織 紙 パ ル プ' 化  学 一次金属 金  属 機  械

28 0.1660 0.2260 0.]420 0.1500 0.1420 o.iaio 0.1430 o.izso 0.1530 0.1530

29 O.1890 o.zoao 0.1470 0.1510 O.1480 0.1220 0.1490 0.1340 0.157.0 0.1560

30 0.1670 0.2430 0.1500 0.1570 0.1490 O.1370 o.isoo o.isio 0.1510 0.1540

31 o.i 700 0.2050 0.1510 O.1460 O.1490 0.1320 o.isio 0.1330 0.1610 0.1670

32 0.1710 aziso 0.]520 0.1490 0.1550 0.1280 0.1620 0.1330 0.1610 o.i7io

33 0.1700 o.zizo 0.1540 0.1490 0.1510 0.1340 0.1620 0.1280 0.1590 0.]680

34 0.1630 0.2060 0.]650 0.1500 0.1500 0.1390 0.1630 0.1290 0.162.0 0.1580

35 0.1730 o.2zso 0.1510 0.1520 0.1510 0.1360 0.1650 0.1290 0.1660 0.1690

36 0.1630 0.2340 0.1590 0.]540 o.i700 0.1500 o.is70 0.1400 0.1640 0.]690

37 0.]610 0.2370 0.1650 0.1680 o.i7io 0.1490 0.1720 0.1410 0.1660 0.1760

38 0.1570 0.2410 0.]640 0.1650 0.1650 O.1540 0.1680 0.1440 O.1680 0.j800

39 0.1700 0.2500 0.1800 0.1870 o.isao 0.1680 0.1800 0.]570 0.1940 0.]040

40 0,1800 0.2520 0,1820 0.1830 0.1890 03700. 0.1860 0.]510 0.1960 0.]970

41 0.1760 0.2370 0.1820 o.isio 0.1850 0.1690 0.1890 0.1520 0.1950 0.1900

42 0」800 0.2450 o.iaio 0.1820 0.1870 0.1640 o.isso 0.1490 0.1920 0.1920

43 0.1810 0.2550 0.1830 o.is70 0.1910 0.1690 O.1870 0.1490 0.1960 0.1950

44 0」890 0.254U 0.1830 0.1900 0.1860 o.isso 0.1820 0.1510 0.1920 0.1900

R=iB+d

年
電  機 輸送機械 そ の 他 商  業 金  融保  険

不 動 産
運  輸
通  信

電 気 ・ガ
ス ・水 道

サ ー ビ ス
Pk

28 .0.1450 0.1530 0.1510 0.1640 0.0910 o.osso 0.1480 0.0?50 0.1550 0.7683

29 0.]490 0.1480 0.]580 0.1800 0.0910 0.0950 0.1400 0.0720 0.1330 0.7763

so 0.1530 0.1540 0.1590 aisoo 0.0900 0.0960 0」600 o.os20 0.1460 0.7746

si 0.1530 0.15?0 0.1580 0.1750 0.0840 0.0970 0.1880 0.0840 0.1410 0.8583

32 o.isoo 0.1730 0.]530 0.1660 0.0840 0.0900 0.]820 0.0850 O.1440 0.9265

33 0.1650 0.1760 0.1590 0.1740 0.0850 0.1070 0.1620 o.osso 0.1520 o.ss7a

34 0.1610 0.1840 0.1560 o.i7io 0.0810 0.1080 O.1580 0.0900 0.]510 0.8954

35 0.1540 0.1630 0.1580 0.1?60 o.os20 0.1040 0.720 0.0 ,990 0.1500 0.9232

36 0」680 0.1700 O.1640 0.1730 o.osoo o.ioso 0.]650 O.1030 0.1500 0.9632

37 0.1670 o.isio 0.1820 0.1830 o.osao o.iiso 0.1820 0」110 0.]500 0.9695

38 0.1650 0.}860 0.]680 o.isao o.07so 0.1120 0.1750 0.1110 0.1430 0.9692

39 O.1900 0.1990 0,1810 0.1930 0.0790 0.1250 0.1840 0.1220 0.1480 0.9858

40 O.1960 0.2090 0.1900 0.1850 o.07go 0.1180 o.is70 0.1200 0.1490 1.0000

41 0.1960 0.2090 0.1880 0.1830 0.0750 a>>80 0.1890 o.izzo 0.1430 1.0339

42 0.1910 0.2060 o.isso o.is70 0.0730 0.1140 0.1900 0.1250 0.1510 1.0668

43 0.1930 0.2140 0.1900 o.isso 0.0750 0.1190 0.1930 o.ia70 0.1490 1.0738

44 o.20io 0.2160 0.1890 o.is20 0.0740 o.ii70 0.1900 0.1250 0.1530 1.1011
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全国銀行'貸出約定平 均金利(i)借 入金 比率(B)減 価償却率(d)(注9)(%)

・ 鉱  業 建  設 製  造 食  料 紡  織 紙 ・バルブ 化  学 一次金属 金  属
年 i

B d B d B a B d B d B d B d B d B d

28 9.08 64.0 io.s 87.1 工3.5 67.2 8.1 68.9 8.8 68.0 8.0 63.2 6.9 60.3 8.8 67.2 6.7 63.9 9.5

29 9.08 67,2 iz.s 90.4 iZ.a 65.5 8.7 65.3 9.2 67.6 8.? 59.1 6.8 sai 9.4 65.1 7.5 69.7 9.8

30 8.98 61.8 11.1 88.3 16.4 66.0 9.1 66.9 9.7 ss.a 8.8 63.5 8.0 59.9 10.7 ss.o 7.5 71$ 8.6

31 8.44 56.7 12.2 86.4 13.2 68.3 9.3 65.3 9.] 71.] 8.9 67.1 7.5 61.3 10.9 61.9 8.] 75.3 9.7

32 8.41 68.2 11.4 88.0 14.4 71.8 9.2 68.5 9.] 75.8 9.] 66.3 8.2 66.0 10.4 65.2 7.8 78.6 9.5

33 8.51 65.9 11.4 87.3 13.8 71.1 9.3 69.7 9.0 72.9 8.9 72.] 7.3 66.9 10.5 66.0 7.2 81.3 9.0

34 8.12 66.9 10.9 85.7 ]3.6 72.3 10.6 68.3 9.5 73.1 9.1 X7.0 7.6 67.5 10.8 68.9 zs 81.9 9.5

35 8.17 70.3 ii.s 86.7 15.2 Z2.9 9.2 69.9 9.5 71.8 9.2 79.4 7.] 71.0 10.7 69.9 7.2 75.2 ]0.5

36 8.00 70.9 10.6 86.5 16.5 72.7 10.1 72.7 9.6 72.1 11.2 77.8 8.8 70.8 11.0 71.5 8.3 73.6 10.5

37 8.21 73.1 10.1 84.4 16.8 72.9 10.5 74.5 10.7 72.6 11.] 78.9 8.5 7L6 11.3 71.7 K.z 73.4 10.6

38 7.79 77.4 9.7 85.4 17.4 75.3 10.5 75.7 10.6 77.7 10.4 77.6 9.3 73.9 11.0 73.0 ss 77.] 10.s

39 7.90 77.8 10.9 84.8 is.s 75.8 12.0 75.3 12.7 76.7 12.1 79.6 10.5 74.6 12.1 zZ.s 1ao 78.8 13.2

40 zso 78.4 11.9 84.6 js.s 76.9 12.3 ?6.9 12.3 78.4 12.8 81.8 10.fi 74.7 iz.s 75.8 9.2 78.0 13.5

41 ?.48 79.3 11.7 85.5 ]Z3 77.3 iz.n 75.6 12.9 80.2 12.5 82.7 ]0.7 74.6 13.3 76.6 9.5 78.6 13.6

42 7.31 83.0 11.9 t37.0 18.1 78.8 12.3 7sg 12.6 81.3 12.8 83.4 10.3 75.7 13.1 7H.1 9.2 78.5 13.5

43 7.46 8`1.1 11.9 ss.a 19.1 79.2 12.4 76.6 13.0 81.3  3.1 84.1 .70.6 76.2 13.0 79.8 8.9 78.6 13.8

44 7.41 81.2 12.9 86.2 19.0 79.2 12.4 76.3 13.3 79.7 ]2.7 84.4 10.6 76.8 12.5 81.9 9.0 76.2 13.6

年
機  械 電  機 輸送機械

そ の 他
製 造 業

商  業 不.動 産 運  輸1
通 信 業

電 気 ・ガ
ス ・水道

サ ー ビス業

B d B d B a B d B d B d B d B d B d

28 65.0 9.4 65.9 8.5 72.2 s.s 69.6 8.7 88.4 H.4 45.8 4.6 ?1.8 H.3 as.a 3.;i 59.4 10.]

29 66.7 9.5 65.4 9.0 64.5 R.9 69.9 9.5 86.7 10.1 61.0 n.o 71.0 zs 44.2 a.2 sO,8 7,8

30 70.3 9.1 64.0 9.5 68.4 9.3 69.3 9.6 87.1 10.2 63.0 3.9 69.9 9.7 h7.1 a.o so. 9.2

31 75.4 1Q.3 68.0 9.6 75.] 9.3 7α1 9.9 87.8 10.] 63.1 4.4 69.6 12J 51.5 4.亅 65.ti H.5

32 75.5 10.7 72.5 9.9 76.9 10.9 749 8.9 86.5 9.3 ss.s 3.2 69.2 iz.n 57.6 3.7 67.:i
、

 8.7

33 71.8 10.7 68.7 10.6 71.8 11.5 75.0 9.5 87.2 ioa 73.2 4.5 f8.5 10.4 6U.7 3.6 (i8.8 9.3

34 70.2 10.1 70.1 10.4 73.5 12.4 77.4 9.3 87.2 io.o saz 4.3 71.2 10.0 64.3 3.8 sn.i 9.9

35 78.0 10.5 7Q5 9.6 74.ユ 10.3 74.9 9.? 88.0 10.4 77.4 4.1 72.3 11.2 66.2 4.5 72.8 9.i
.

36 70.4 11.3 zo.s 11.1 73.2 11.2 76.3 10.3 8y.1 10.z so.s 4.3 73.7 10.7 sss 5.0 71.1 9.3

3? 73.1 11.6 67.9 11。 重 71.8 iz.a 77.1 11.9 89.3 重1.0 t33.6 4.9 75.6 藍2.0 szs 5.6 71.9 9.1

38 76.4 12.0 7L1 11.0 75.4 12.7 78.6 10.7 89.8 11.2 86.2 4.5 75.2 11.6 67.7 5.8 70.1 s.8

39 76.0 14.9 72.0 13.3 773 13.8 7R.9 11.9 90.] 12.L 85.3 5.8 78.0 iz.z 68.3 ss 74、2 R.9

ao 76.9 13.8 72.2 140 78.1 14.8 so.o 12.7 89.3 11.5 89.5 4.8 78.3 12.6 68」 6.7 77.8 ns

41 77.6 13.2 72.4 14.2 79.] 15.0 80.1 12.8 89.8 11.6 S7.5 5.2 79.1 13.0 ss.z 7.1 8L1 8.L

42 78.9 ]3.4 73.3 13.7 81.4 14.6 80.7 1`L.9 89.8 12.7 86.7 5.1 79.3 13.2 68.9 7.5 79.6 9.3

43 78.6 13.? 73.9 13.8 82.4 15.2 81.2 12.9 89.9 12.] 81i.? 5.5 81.2  3.2 68.8 zs 82.8 8.7

49 78.0 13.2 74.7 14.5 82.6 15.5 80.5 13.0 90.1 11.5 86.3 5.3 81.5 13.0 70.6 7.3 r3].4 9.2

(注8,9) i:全 国銀行貸出約定平均金利。

      B:借 入金比率,≡ 借入資本/総 資本(法 人企業年報よh)。

      d:減 価償却率(法 人企業年報 よ り)。

      Pk:粗 資本ス トックデフレー ター(国 民所得年報)。

      減価償却率:減 価償却費/土 地を除 く固定資産+減 価償却費
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